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平成２６年第１回京丹波町議会定例会（第１号） 

 

                            平成２６年 ３月 ４日（火） 

                            開会  午前 ９時００分 

１ 議事日程 

  第 １ 会議録署名議員の指名 

  第 ２ 会期の決定 

             自 平成２６年 ３月 ４日 

                          ２４日間 

             至 平成２６年 ３月２７日 

  第 ３ 諸般の報告 

  第 ４ 町長施政方針説明 

  第 ５ 議案第 ６号 京丹波町特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例 

             の一部を改正する条例の制定について 

  第 ６ 議案第 ７号 京丹波町教育委員会教育長の給与及び勤務時間等に関する条例の 

             一部を改正する条例の制定について 

  第 ７ 議案第 ８号 京丹波町職員の管理職手当に関する条例の一部を改正する条例の 

             制定について 

  第 ８ 議案第 ９号 京丹波町保健福祉センターの設置及び管理に関する条例の一部を 

             改正する条例の制定について 

  第 ９ 議案第１０号 京丹波町病院事業条例の一部を改正する条例の制定について 

  第１０ 議案第１１号 京丹波町非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の 

             一部を改正する条例の制定について 

  第１１ 議案第１２号 京丹波町過疎地域自立促進市町村計画の変更について 

  第１２ 議案第１３号 公の施設の指定管理者の指定について 

  第１３ 議案第１４号 町道の路線認定について 

  第１４ 議案第１５号 町道の路線変更について 

  第１５ 議案第１６号 平成２６年度京丹波町一般会計予算 

  第１６ 議案第１７号 平成２６年度京丹波町国民健康保険事業特別会計予算 

  第１７ 議案第１８号 平成２６年度京丹波町後期高齢者医療特別会計予算 

  第１８ 議案第１９号 平成２６年度京丹波町介護保険事業特別会計予算 



 

－２－ 

  第１９ 議案第２０号 平成２６年度京丹波町水道事業特別会計予算 

  第２０ 議案第２１号 平成２６年度京丹波町下水道事業特別会計予算 

  第２１ 議案第２２号 平成２６年度京丹波町土地取得特別会計予算 

  第２２ 議案第２３号 平成２６年度京丹波町育英資金給付事業特別会計予算 

  第２３ 議案第２４号 平成２６年度京丹波町町営バス運行事業特別会計予算 

  第２４ 議案第２５号 平成２６年度京丹波町須知財産区特別会計予算 

  第２５ 議案第２６号 平成２６年度京丹波町高原財産区特別会計予算 

  第２６ 議案第２７号 平成２６年度京丹波町桧山財産区特別会計予算 

  第２７ 議案第２８号 平成２６年度京丹波町梅田財産区特別会計予算 

  第２８ 議案第２９号 平成２６年度京丹波町三ノ宮財産区特別会計予算 

  第２９ 議案第３０号 平成２６年度京丹波町質美財産区特別会計予算 

  第３０ 議案第３１号 平成２６年度国保京丹波町病院事業会計予算 

 

２ 議会に付議した案件 

  議事日程のとおり 

 

３ 出席議員（１６名） 

   １番  森 田 幸 子 君 

   ２番  松 村 篤 郎 君 

   ３番  原 田 寿賀美 君 

   ４番  梅 原 好 範 君 

   ５番  山 下 靖 夫 君 

   ６番  坂 本 美智代 君 

   ７番  岩 田 恵 一 君 

   ８番  北 尾   潤 君 

   ９番  鈴 木 利 明 君 

  １０番  篠 塚 信太郎 君 

  １１番  東   まさ子 君 

  １２番  山 﨑 裕 二 君 

  １３番  村 山 良 夫 君 

  １４番  山 田   均 君 
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  １５番  山 内 武 夫 君 

  １６番  野 口 久 之 君 

 

４ 欠席議員（０名） 

 

５ 説明のため、地方自治法第１２１条の規定により出席を求めた者（２１名） 

  町 長     寺 尾 豊 爾 君 

  副 町 長     畠 中 源 一 君 

  会 計 管 理 者     谷 口   誠 君 

  参 事     岩 崎 弘 一 君 

  参 事     野 間 広 和 君 

  瑞 穂 支 所 長     中 尾 達 也 君 

  和 知 支 所 長     榎 川   諭 君 

  総 務 課 長     伴 田 邦 雄 君 

  監 理 課 長     木 南 哲 也 君 

  企 画 政 策 課 長     山 森 英 二 君 

  税 務 課 長     堂 本 光 浩 君 

  住 民 課 長     下伊豆 かおり 君 

  保 健 福 祉 課 長     岡 本 佐登美 君 

  子育て支援課長     山 田 由美子 君 

  医 療 政 策 課 長     藤 田 正 則 君 

  産 業 振 興 課 長     久 木 寿 一 君 

  土 木 建 築 課 長     十 倉 隆 英 君 

  水 道 課 長     山 田 洋 之 君 

  教 育 長     朝 子 照 夫 君 

  教 育 次 長     藤 田   真 君 

  代 表 監 査 委 員     小 畑 圭 一 君 

 

６ 出席事務局職員（２名） 

  議 会 事 務 局 長     長 澤   誠 

  書 記     山 口 知 哉 
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開会 午前 ９時００分 

○議長（野口久之君） 皆さん、おはようございます。 

  本日は、ご参集いただき大変ご苦労さまでございます。 

  ただいまの出席議員は１６名であります。 

  定足数に達しておりますので、平成２６年第１回京丹波町議会定例会を開会いたします。 

  直ちに本日の会議を開きます。 

 

《日程第１、会議録署名議員の指名》 

○議長（野口久之君） 日程第１、会議録署名議員の指名をいたします。 

  会議録署名議員は、会議規則第１２６条の規定により、５番議員・山下靖夫君、８番議

員・北尾 潤君を指名いたします。 

 

《日程第２、会期の決定》 

○議長（野口久之君） 日程第２、会期の決定の件を議題といたします。 

  お諮りいたします。 

  今期定例会の会期は、本日から３月２７日までの２４日間としたいと思います。 

  これにご異議ございませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（野口久之君） 異議なしと認めます。 

  よって、会期は、本日から３月２７日までの２４日間と決しました。 

  会期中の予定については、配付しております会期日程表のとおりであります。 

 

《日程第３、諸般の報告》 

○議長（野口久之君） 日程第３、諸般の報告を行います。 

  本定例会に町長から提出されています案件は、議案第６号ほか２５件でございます。 

  後日、町長から追加議案の提出があります。 

  提案説明のため、町長ほか関係者の出席を求めました。 

  ２月２７日に議会運営委員会が開催され、本定例会の運営について協議されました。 

  閉会中に各常任委員会が開催され、所管の調査研究、また現地踏査が実施されました。 

  議会広報特別委員会には、議会だより第３８号を発行いただきました。 

  本定例会までに受理した要望書等をお手元に配付しております。 
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  また、京丹波町監査委員より、例月出納検査結果報告がありましたので、お手元に配付し

ております。 

  本日の会議に、京丹波町ケーブルテレビの撮影・収録を許可しましたので報告いたします。 

  本日、本会議終了後、議会広報特別委員会が開催されます。委員の皆さんには大変ご苦労

さまですがよろしくお願いいたします。 

  以上で諸般の報告を終わります。 

 

《日程第４、町長施政方針説明》 

○議長（野口久之君） 日程第４、町長の施政方針説明を求めます。 

  寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） おはようございます。 

  本日ここに、平成２６年第１回京丹波町議会定例会をお願いいたしましたところ、議員各

位におかれましては、公私何かとご多用の中、ご参集いただきましてまことにありがとうご

ざいます。また、日ごろ、議員各位には、円滑な町政の推進にご支援、ご協力をいただいて

おりますことに厚く御礼を申し上げます。 

  今期定例会は、私の２期目の任期の本格的なスタートとなる平成２６年度当初予算案を提

案させていただくこととなりました。 

  合併後のまちづくりの真価が問われる今後４年間、私はそのスタートラインに立ちまして、

町民の皆様の幸せのために、心新たに、全力を尽くして町政運営に邁進することをここにお

誓いするものであります。 

  議員各位の格別のご指導、ご支援を切にお願いする次第であります。 

  さて、我が国の経済状況ですが、アベノミクスによるデフレ脱却と経済再生に向けた取り

組みの効果もありまして、実質ＧＤＰが４四半期連続のプラス成長となるなど、明るさを取

り戻しつつあると言われております。しかしながら、地方における景気回復の実感は乏しく、

消費税率の引き上げによる景気の下振れも懸念されるところでもございます。 

  こうした中、国は平成２５年度補正予算において、好循環実現のための経済対策に基づき

まして、５．５兆円規模の新たな経済対策を策定し、がんばる地域交付金の創設や、消費税

率の引き上げに対応した低所得者及び子育て世帯への影響緩和措置などを盛り込んだところ

であります。 

  また、新年度の国の一般会計予算においては、企業の収益を雇用の拡大や所得の上昇につ

なげ、消費の増加を通じてさらなる景気回復につなげる経済の好循環を目指し、前年度比３．
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５％増となる過去最大の９５兆８，８２３億円が編成されたところでございます。 

  なお、平成２６年度の地方財政対策におきましては、社会保障の充実分等により、一般財

源総額は平成２５度を約６，０００億円上回る６０兆３，５７７億円とされましたが、地方

交付税は、地方税収の増加見込みに伴いまして、１，７６９億円減額の１６兆８，８５５億

円とされ、２年連続の減額となったところであります。また、赤字地方債である臨時財政対

策債も６，１８０億円の抑制となったものの、５兆５，９５２億円を借り入れるなど、地方

においても依然として借金に依存せざるを得ない厳しい状況が続いております。 

  こうした情勢の中、私が、これまで推進してまいりました安心、活力、愛のあるまちづく

りをより確かなものとするための施策を具体的にどう進め、どのように未来への希望をつく

っていくのか、平成２６年度の町政運営の基本方針につきまして申し述べてまいりたいと思

います。 

  まずは、安心のあるまちづくりであります。 

  少子高齢化が進む中、高齢者や障害者の方々が安心して暮らせる環境づくりは最も重要な

政策課題であります。このため、私は、町長就任以来、町民の皆様が安心して暮らしていた

だくための最重要課題に地域医療の確保を掲げ、最優先に取り組んでまいりました。おかげ

をもちまして、平成２３年度から和知診療所及び和知歯科診療所を京丹波町病院に一本化し、

経営の効率化や病院と診療所の連携強化を図ることができました。また、京都府を初め府立

医大及び関係医療機関との連携によりまして、課題でありました常勤医師の確保を図ること

ができ、さらに、昨年３月１６日には地域包括医療発表会を開催し、京丹波町病院を私たち

の町の私たちの病院として身近に感じていただける取り組みも実施できたところでございま

す。今後とも、地域に根差した在宅医療の充実など地域包括医療の推進に努めてまいります。 

  次に、住民の安心・安全と、健康で心豊かな生活を保障するための施策についてでありま

すが、基本健診とがん検診が同時に受診できる総合健診の推進を初め、若年層や勤労者が受

診しやすい体制づくりに努めてまいります。また、健康長寿の町の実現に向けまして、健診

項目を一層充実させるとともに、きめ細かな保健指導に取り組んでまいります。さらに、安

心して医療が受けられるよう心身障害者やひとり親家庭等に対する医療費助成を初めとしま

して、中学校卒業までの医療費負担を医療機関ごとに月額２００円とする子育て医療費助成

制度や、妊婦健診に必要とされる健診１４回分を全て公費負担とする制度を継続して実施す

るほか、第５期介護保険事業計画に基づき介護保険事業の円滑な運営を図るとともに、家族

介護支援や認知症予防事業を積極的に実施しまして、在宅高齢者が住みなれた地域で安心し

て暮らしていける本町独自の地域包括ケアシステムの構築に取り組んでまいります。また、
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住民ニーズにあった次期介護保険事業計画を策定してまいります。 

  障害者支援では、相談支援事業の拡充を図り、きめ細かな障害福祉サービスの提供に努め

るとともに、障害者等の自立と社会参加の促進が図られるよう、地域生活支援事業を充実し

てまいります。 

  消費者の安全確保に関しましては、消費生活相談員による消費者相談窓口を継続し、高齢

消費者のトラブル防止など関係機関と連携した啓発活動に努めてまいります。 

  災害に強いまちづくりでは、機構改革としまして、総務課に設置しております消防防災係

を危機管理室に改めまして、防災体制の強化を図ってまいります。消防団に配備しておりま

す小型動力ポンプ付積載車の計画的な更新を初め、原子力災害対策として避難所用パーテー

ション、防護服、個人線量計などの備品整備を引き続き実施するほか、各種防災訓練に取り

組み、地域防災力の強化を図ってまいります。なお、災害現場や災害対策本部との通信を確

保するためのデジタル移動系防災行政無線の整備につきましては、本年度は実施設計業務を

行いまして、事業を進めてまいりたいと考えております。 

  また、防犯事業としまして、ＪＲ下山駅及び和知駅に防犯カメラを設置し、犯罪の抑止力

向上に努めてまいります。 

  次に、一般住宅等の耐震化につきましては、京丹波町建築物耐震改修促進計画に基づき、

現行の耐震基準に適合していない建築物につきましては、引き続き耐震診断事業や耐震改修

事業を促進してまいります。また、平成２３年度から３年間の計画で実施してまいりました

住宅改修補助金交付事業は、現在までに３００件を超える利用をいただいております。本事

業は、地域経済活性化への効果も大きいことから、さらに３年間事業を継続し、住宅改修を

促進してまいりたいと考えております。 

  町営バスの運行につきましては、これまで実施したさまざまな調査、検討を踏まえ、利用

しやすい町営バスとなるよう対応してまいります。また、地元唯一の高校であります須知高

校への通学につきましては、町営バスの利用促進策として引き続き通学助成を実施します。 

  次に、活力のあるまちづくりであります。 

  地域資源の活用を初め、本町の特徴を生かした産業振興や生活環境の向上及び地域の活性

化に向けた社会資本整備により、活力みなぎるまちを目指しまして頑張ります。 

  農林業関係につきましては、有害鳥獣対策を初め、担い手の育成、特産物の振興、農村環

境の保全、循環型農林業の推進を主要施策として取り組んでまいります。特に、本年度も有

害鳥獣対策を最重要課題に位置づけまして、被害防止対策や各種鳥獣の捕獲対策を一層強化

してまいります。被害防止対策では、国の野生鳥獣被害総合対策事業を活用した金網フェン
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スなどの設置を推進します。捕獲対策では、有害鳥獣の対象を拡大するとともに対象鳥獣全

てに捕獲報償金を支給するほか、深刻なサル被害に対応するため地域ぐるみの追い払いや捕

獲を支援してまいります。また、狩猟免許の取得支援制度による狩猟者の育成や、町域を越

えた広域捕獲の実施のほか、ゲート式自動捕獲装置による実証を地域住民と連携して行い、

効果的な捕獲対策を研究してまいります。 

  農業振興面では、国・府制度の活用及び町独自施策により、地域の担い手育成や特産物振

興を図ってまいります。 

  担い手育成対策では、地域の中心的な担い手となる営農組織のほか、新規就農者や認定農

業者などが行う農業機械の導入や施設整備に対する支援を強化いたします。 

  特産物振興対策では、特産物産地化等形成助成などの町独自事業の推進により、主要特産

物であります黒大豆、小豆、クリをはじめ、ソバ、京野菜、京かんざしなど本町特産物の生

産振興を図り、ブランド力を高めてまいります。 

  また、農作物の生産に当たりましては、畜産堆肥の活用による土づくりを推進し、耕畜連

携による資源循環型農業の推進を図ってまいります。 

  京丹波食の郷創造プロジェクト事業につきましては、食をテーマとしたさまざまな取り組

みや、農産物の６次産業化を推進し、食の郷・京丹波として全国への流通拡大や町内への集

客などを図ってまいります。 

  京丹波・食の祭典につきましては、本年度も丹波自然運動公園と須知高校を会場に開催し、

本町の豊かな食を広く情報発信するとともに、町民総参加のイベントとして町民の皆様の誇

りづくりや元気づくりにつなげてまいります。 

  また、新たな農業・農村政策の日本型直接支払制度として位置づけられます中山間地域等

直接支払や多面的機能支払交付金によりまして、地域ぐるみで行う農地保全等の活動を引き

続き推進するとともに、命の里事業など地域力の向上を目指した集落連携活動への支援に取

り組んでまいります。 

  鳥インフルエンザ発生農場跡地の活用につきましては、地元や大学との連携により活用計

画の具体化を目指すとともに、懸案でありました建物等の解体撤去に取りかかりたいと考え

ております。 

  林業振興面では、林業経営の向上や林業団体の育成を図り、あわせて森林の持つ多面的機

能を良好に維持していくため、森林を整備する地域活動等への支援を行うとともに、効率的

な森林施業のための路網整備として、坂原地区と西河内地区を結ぶ森林管理道塩谷長谷線の

開設工事を引き続き推進してまいります。また、森林資源の循環活用に関しましては、企画
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政策課に地域資源活用推進室を設置しまして、友好町として交流を深めております北海道下

川町の循環型森林経営を本町にも取り入れ、薪ストーブなど木を使う暮らしの促進を初め、

木質バイオマス産業の育成など新たな資源循環の仕組みづくりに取り組んでまいります。 

  また、京都府立林業大学校につきましては、この春、１期生１７名が卒業される見込みで

あります。京丹波森林組合に２名を初め、京都府内の林業関係機関などへの就職が内定して

いると聞いております。大変うれしく思いますとともに、卒業生の皆様の活躍を心から期待

するものであります。今後とも、大学校の運営に当たりましては、実習林の提供などの支援

を行うほか、さまざまな面で連携を強め、林業振興と町の活性化を図ってまいります。 

  次に、商工業及び観光の振興につきましては、新たに商工観光課を設置して、積極的な取

り組みを進めてまいります。 

  特に、厳しい経済情勢の中、商工会と連携した小規模商工業者等の育成や補給金制度など、

町独自施策として商工業者の経営安定に向けた支援を引き続き行うほか、町内の消費拡大を

図るために、本年度も町商工会のプレミアム商品券発行事業に支援を行ってまいります。 

  また、畑川ダムによる水の確保や、平成２６年度に全線開通が予定されています京都縦貫

自動車道の完成を本町発展の原動力として、企業誘致や地元企業及び町関係施設の活性化を

推進してまいります。 

  さらに、平成２７年４月に開業予定の（仮称）ハイウェイテラス・京たんばにおける特産

物の販売体制や施設利用をきっかけとした道路利用者の町内への誘導方法の確立など、京丹

波町観光協会等関係団体と連携を図りながら、多くの人が訪れるまちづくりを推進してまい

ります。 

  次に、道路等の整備でありますが、道路は住民生活や社会経済活動の動脈として欠かすこ

とのできない社会基盤であります。引き続き、安全で安心して利用できる道路整備と維持管

理を含めた長寿命化に努めてまいります。 

  国道関係につきましては、国道４７８号、いわゆる京都縦貫自動車道丹波綾部道路の平成

２６年度の完成に向けて、安全に事業が進められるよう関係機関と連携し取り組んでまいり

ます。 

  （仮称）ハイウェイテラス・京たんば整備事業につきましては、京都縦貫自動車道で唯一

のサービスエリア機能を備えた地域振興拠点施設として、現在、国土交通省に道の駅登録や

連結の許可申請を行っております。なお、建物につきましては、現在、建築確認申請の手続

を行っており、平成２６年度から建築工事に着手します。 

  また、国道９号及び２７号においては、旧町間を結ぶ重要な幹線道路でもあることから、
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狭小区間や歩道未設置区間の解消のため、関係団体とも協調しまして早期事業化を求めてま

いります。 

  府道関係につきましては、ほとんどの路線が事業継続路線となっております。いずれの路

線も地域間の連絡や、国道に連絡する幹線道路でありまして、災害時の避難道路としてもそ

の役割は重要であります。このため、狭小、急カーブなど未改良箇所の早期改修に向けて、

沿線住民の皆様や、促進同盟会、あるいは、協議会の皆様とともに要望活動を行ってまいり

ます。 

  町道関係では、町総合計画や地域からの要望をもとに、道路利用者の安全や利便性の向上

につながるよう、幹線道路を中心に拡幅や改良事業に取り組んでまいります。また、冠水箇

所等の解消に向けて、排水不良箇所の改修を進めてまいります。 

  河川整備につきましては、畑川ダムの完成により治水機能が向上し、流域住民の安心・安

全が図られたところであります。引き続き高屋川藤ヶ瀬工区改修事業について、事業進捗が

図られるよう、京都府と連携して取り組むとともに、河川改修を必要とする箇所につきまし

ては関係者と連携し、早期の事業化を要望してまいります。 

  また、土砂災害から住民の生命と財産を守る砂防事業等につきましても取り組んでまいり

ます。 

  畑川ダムの関係につきましては、治水と利水の機能が十分に発揮されるよう、関係機関と

ともに適正な維持管理に努めてまいります。また、ダム湖畔の周辺整備につきましては、地

元地域はもとより、町の活性化に寄与する施設として、関係者との十分な協議を行いながら

持続可能な整備を目指してまいります。 

  水道事業につきましては、安心・安全な水の供給を第一に、現有施設における管理業務を

徹底するとともに、丹波瑞穂地区及び和知地区の水道施設統合整備事業を引き続き推進して

まいります。また、下水道事業では、快適な生活環境を守るとともに、循環型社会の構築を

図るため、計画的、効率的な維持管理の徹底と施設整備事業の推進に努めてまいります。 

  次に、愛のあるまちづくりであります。 

  次代を担う子どもたちの健やかな成長を支援するため、平成２７年４月から本格施行とな

ります子ども・子育て支援新制度に向けまして、現在、京丹波町子ども・子育て審議会にお

いて、子育て家庭の実情等を踏まえた審議をいただいているところであります。幼保一元化

に向けた教育施設の整備など、幼児期の学校教育と保育の一体的な提供体制を確保するため

の子ども・子育て支援事業計画の策定を進めてまいります。また、児童の預かり等の相互援

助活動を支援するファミリー・サポート・センター事業は、相互の会員も増加するなど順調
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に事業が進んでおります。本年度も引き続き推進してまいります。 

  なお、保育所の運営につきましては、若い世代の就労を支援するため、平成２４年度から

受け入れ児童の年齢を１０カ月からに引き下げておりまして、引き続き乳幼児期の教育・保

育の充実を図ってまいります。 

  学校教育では、児童生徒の学力の向上を図るとともに、個性及び能力の伸長に努めてまい

ります。また、いじめの未然防止や早期発見、早期対応に努め、いじめ問題の解決にしっか

りと取り組んでまいります。さらに、支援を要する児童生徒のために学習支援員の配置を継

続するとともに、豊かな心を育てる教育の観点から、演劇、音楽等の芸術鑑賞の取り組みや、

読書指導員による読み聞かせの活動を引き続き実施してまいります。 

  また、全ての小中学校での給食実施に伴いまして、食育の一層の推進と、子どもたちの心

身の健全な育成に努めてまいります。 

  学校施設の整備につきましては、天井や照明器具など非構造部材の耐震化や普通教室の空

調設備の整備など、安全でよりよい教育環境づくりを計画的に進めてまいります。 

  社会教育においては、一人一人の人権が尊重され、生き生きと暮らせる社会を築くために、

地域のつながりや、自然、伝統文化など、さまざまな力を活用しながら、生涯にわたる多様

で自主的な学習活動を推進してまいります。また、スポーツ活動を通じて住民の健康づくり

と交流機会の拡充を図るとともに、町の誇りであり大切な財産である文化財や伝統文化の保

存と継承に努めてまいります。 

  ケーブルテレビ事業では、今後とも町内の旬な話題や身近な出来事を取り上げるなど、引

き続き地域に密着した住民参加型メディアとして豊かで快適な情報化農村の実現を目指して

まいります。 

  また、活力ある地域づくりに向けて、地域の皆様を励まし元気づけることや、地域の課題

解決に向けてともに行動するきめ細かな地域支援が求められております。今後とも地域支援

担当職員を中心に地域に溶け込み積極的な応援体制を構築してまいります。 

  さらに、誰もが自分らしく生きることができる社会の実現に向けて、住民要望や住民相談

等にきめ細かな対応を行ってまいります。また、女性のための相談窓口も、毎月１回の実施

を継続しまして、関係機関と連携しながら各種相談業務を充実させ、ぬくもりとほほ笑みの

ある町政を推進してまいります。 

  本町の豊かな自然や生活環境の保全につきましては、環境保全に関する普及啓発を行うと

ともに、公害防止や産業廃棄物の適正処理、さらに適正な動物飼養や空き地管理などについ

て、住民の皆様や事業者の皆様にもご協力をいただきながら、安全で快適な生活環境の維持
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に努めてまいります。 

  また、生ごみ等堆肥化容器購入助成や資源ごみ集団回収事業補助金制度により、ごみの減

量化や再資源化を推進するとともに、地球温暖化防止対策や再生可能エネルギーの普及を推

進する一助として、住宅用太陽光発電システムの設置に係る補助制度を継続してまいります。 

  最後になりましたが、これら施策の実現には、健全財政の維持、確保が不可欠であります。

先にも述べましたとおり、平成２６年度の地方財政対策におきましては、社会保障の充実分

等により、一般財源総額は平成２５年度を上回る額が確保されましたが、地方交付税は、地

方税収の増加見込みに伴いまして、１，７６９億円が減額されたところであります。 

  本町の課題であります地方債残高の縮小につきましては、これまでに実施した繰上償還を

初め、交付税算入の有利な地方債の活用や、新規発行債の抑制などにより縮減が進み、平成

２５年度末の実質公債費比率も１４％台を見込んでいるところであります。しかしながら、

実質公債費比率の単年度比較では昨年度を上回るほか、普通交付税の算定にかかる合併特例

期間の終了が間近に迫る中、消費税率の引き上げによる負担も増加が見込まれるところであ

り、一層の財政健全化対策が必要であります。 

  そのためにも、土地開発公社先行取得用地の債務につきましては、債務負担行為の設定期

限である平成２７年度を１年前倒しして全て解消することとし、利子負担の軽減に努めると

ともに土地の有効活用に取り組み、将来的にも安定した行財政基盤の確立を目指してまいり

ます。 

  さらに、公平・透明・納得の原則のもと、納税者の立場に立った適正な課税と徴収に努め

ていかなければならないと思います。このため、京都地方税機構と十分連携し、納税者の利

便性を図りながら徴収率の向上に努めるとともに、公共料金の未収金対策につきましても引

き続き積極的な取り組みを進めてまいります。 

  あわせて、多様化した住民ニーズに応えられる質の高い行政運営のためには、職員の資質

向上が重要であります。このため、職員みずからが常に問題意識と目標達成に向けた意欲を

持ちながら、住民満足度の向上に向けて日々切磋琢磨することはもちろん、職員研修や人事

評価制度などを通じまして政策形成能力の向上を図るとともに、公平公正で親切丁寧な応対

に心がけ、優しさとぬくもりを感じていただける役場づくりに一層努めてまいります。 

  以上、さまざまに申し上げてまいりましたが、これら諸施策の実現は、私、一人で成し得

るものではございません。緊張感を持って誠実に、意思決定機関である議会や町民の皆様の

ご意見を伺いながら、職員と一丸となって全力を注いでまいる決意であります。 

  議員各位並びに町民の皆様のご理解とご支援を心からお願い申し上げます。 
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  以上、平成２６年度の施政方針といたします。 

○議長（野口久之君） 以上で町長の施政方針説明を終わります。 

 

《日程第５、議案第６号 京丹波町特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例の

一部を改正する条例の制定について～日程第３０、議案第３１号 平成２６年度国保京丹波

町病院事業会計予算》 

○議長（野口久之君） お諮りいたします。 

  ただいまから上程になります日程第５、議案第６号 京丹波町特別職の職員で常勤のもの

の給与及び旅費に関する条例の一部を改正する条例の制定についてから、日程第３０、議案

第３１号 平成２６年度国保京丹波町病院事業会計予算までの議案につきましては、本日は

提案理由の説明のみとし、質疑、討論、採決は後日の日程としたいと思いますが、これにご

異議ございませんか 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（野口久之君） 異議なしと認めます。 

  これより、日程第５、議案第６号 京丹波町特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に

関する条例の一部を改正する条例の制定についてから、日程第３０、議案第３１号 平成２

６年度国保京丹波町病院事業会計予算までを一括議題とします。 

  町長の提案理由の説明を求めます。 

  寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） それでは、本日提案させていただきます議案につきまして、その概要

を説明させていただきます。 

  議案第６号 京丹波町特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例の一部を改

正する条例の制定について、及び、議案第７号 京丹波町教育委員会教育長の給与及び勤務

時間等に関する条例の一部を改正する条例の制定につきましては、常勤の特別職及び教育長

の給料、期末手当について引き続き支給額を１０％減額するものであります。 

  議案第８号 京丹波町職員の管理職手当に関する条例の一部を改正する条例の制定につき

ましては、管理職手当について引き続き支給額を１０％減額するものであります。 

  議案第９号 京丹波町保健福祉センターの設置及び管理に関する条例の一部を改正する条

例の制定につきましては、京丹波町和知保健センターを京丹波町病院和知歯科診療所施設と

するため、同センターを廃止するものであります。 

  議案第１０号 京丹波町病院事業条例の一部を改正する条例の制定につきましては、国保
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京丹波町病院和知歯科診療所の位置の変更及び地方公営企業法施行令等の改正に伴いまして、

剰余金の処分等に関して所要の改正を行うものであります。 

  議案第１１号 京丹波町非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部を改

正する条例の制定につきましては、消防団員等公務災害補償等責任共済等に関する法律施行

令の改正に伴い、消防団員退職報償金の引き上げを行うものであります。 

  議案第１２号 京丹波町過疎地域自立促進市町村計画の変更につきましては、交通通信体

系の整備として、老朽化した町営バス車両の計画的更新を図り、将来にわたり適正な運行管

理を行うものであります。 

  議案第１３号 公の施設の指定管理者の指定につきましては、瑞穂マスターズハウス及び

瑞穂マスターズ農園の指定管理者にグリーンランドみずほ株式会社を指定するものでありま

す。 

  議案第１４号 町道の路線認定につきましては、一般府道篠山京丹波線のバイパス整備に

伴い、現道部分の延長５００．１メートルについて、町道向掛谷線として新規路線認定を行

うものであります。 

  議案第１５号 町道の路線変更につきましては、国道２７号から町道蒲生野高原西線を経

由し、南側に接続する町道高原団地線について、新たに宅地開発された区域の道路を町道と

するため、終点の変更を行うものであります。 

  次に、議案第１６号 平成２６年度京丹波町一般会計予算から、議案第３１号 平成２６

年度国保京丹波町病院事業会計予算につきまして、一括してご説明申し上げます。 

  まず、一般会計予算の総額は、１１７億４，０００万円、前年度当初予算に比べまして３．

７％の増額で過去最大規模となりました。また、病院事業を含む特別会計全体では、主に水

道事業特別会計の和知地区低区配水池築造工事などの増額要因によりまして、８１億４，５

２１万円と前年度対比１．４％の増額となっております。なお、全ての会計の総額は１９８

億８，５２１万円となり、前年度対比５億３，６０８万円、２．８％の増額となりました。 

  それでは、一般会計の歳出から特徴的なものについて説明をいたします。 

  総務費では、財政健全化対策に引き続き積極的な取り組みを行うこととし、財産管理事業

として、土地開発公社先行取得用地の買い戻しに３億７，３５３万円を計上しております。

本町の課題でありました土地開発公社債務につきましては、今回の予算をもって全て解消す

るものであります。また、琴滝公園の浄化槽設置工事に１，０００万円、町有地の有効活用

を図るための本庄馬森団地及び本庄花ノ木団地造成工事費に４，５３５万円、瑞穂地域の旧

小学校の地元活用に対する支援として町有財産有効活用支援負担金８５万円、ＪＲ和知駅の
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振興対策として和知駅振興委託料に２７０万円、ＪＲ下山駅及び和知駅の防犯カメラの設置

に７０万円、平成２７年夏の全国高等学校総合体育大会ホッケー競技の開催に向けたグリー

ンランドみずほ人工芝ホッケー場の改修に１億９，８００万円を計上しております。このほ

か、町営バス運行事業特別会計への繰出金に７，１２３万円、須知高校への通学支援に町営

バス利用促進補助金として２０８万円、協働のまちづくりを推進し、住民自治組織の育成と

組織化を支援する住民自治組織まちづくり交付金及び地域力向上事業助成金に合わせまして

４３０万円を計上したところであります。 

  その他継続的な事業では、合併特例債を活用した振興基金積立事業に１億６，４５９万円、

過疎債を活用した過疎地域自立促進特別基金積立事業に１億円を積み立てることとしており

ます。 

  民生費では、少子高齢化が進む中、高齢者や障害者の皆様が住みなれた地域で安心して自

立した生活を営むことができる環境づくりと、児童福祉における次世代育成の充実、拡充に

配慮した予算編成に努めたところであります。障害者の自立支援事業に３億５，２５８万円、

介護保険事業に２億７，７９２万円、介護療養型老人保健施設運営事業に８，２８７万円、

高齢者の在宅生活を包括的に支援する地域包括ケアシステム推進事業に６２７万円、後期高

齢者医療広域連合に対する給付費負担金など関係経費に２億７，０４１万円を計上しており

ます。 

  また、本町独自の取り組みとして、子育て医療費助成事業に３，５３１万円、すこやか子

育て祝金事業に８００万円、発達支援事業に６２８万円、ファミリー・サポート・センター

事業に５００万円、子ども子育て支援計画の策定に２４６万円、子ども子育て支援システム

改修負担金に９８万円を計上したほか、児童手当支給事業に１億９，２４５万円を計上して

おります。なお、消費税率の引き上げによる影響緩和措置としての臨時福祉給付金給付事業

に４，７５６万円、子育て世帯臨時特例給付金支給事業に１，３２５万円を計上したところ

であります。 

  次に、保育所費では、上豊田保育所空調設備改修工事費に１１４万円、わちエンジェルの

防犯カメラ設置工事費に１２９万円を計上したほか、総額３億３，３９８万円を計上し、子

どもたちの健やかな成長を支援することとしております。 

  衛生費では、町民一人一人の健康寿命の延伸を目指し、健診項目を充実させ各種健診事業

を無料で実施してまいります。 

  安心して妊娠、出産ができる体制の確保のための妊婦健康診査に７２２万円、生活習慣病

予防のための特定健康診査事業に１，８４０万円、胃がん、大腸がん検診など、その他健康
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診査事業に４，５０２万円を計上しております。 

  また、予防費では、予防接種事業に３，３８０万円を計上しております。 

  環境保全、地球温暖化防止などの環境衛生対策では、住宅用太陽光発電システム設置費補

助金に６００万円を計上したほか、下水道会計への繰り出しを含め７，０８５万円、清掃費

には、船井郡衛生管理組合の分担金を主なものとして２億７，３１１万円、簡易水道費には

５億３，５７９万円を計上しております。 

  農林水産業費につきまして、農業費では、有害鳥獣対策事業に５，７５４万円を計上し、

被害防止や捕獲施設の設置など対策の強化を図るほか、新たな地域政策となる日本型直接支

払制度の創設のもとで実施する中山問地域等直接支払事業に１億１，４７６万円、多面的機

能支払交付金事業に２，４９９万円を計上し、地域ぐるみの活動や営農への支援を行うとと

もに、営農組織への農業機械導入補助を初めとする農業振興事業に６５５万円、新規就農を

支援する後継者育成事業に６４３万円、担い手と農地の問題解決に向けた京力農場プラン事

業に１，９８２万円、特産物等作付助成などの水田農業構造改革対策助成事業に２，１８７

万円、京野菜の生産拡大に向けたパイプハウス等を整備する、ほんまもん京ブランド産地支

援事業に２，９５４万円、農業用施設整備などの農地保全事業に９００万円、豊昌池などの

取水施設を整備する土地改良施設維持管理事業に７，０００万円を計上し、営農組織等の担

い手育成や特産物の生産振興、農業生産基盤の整備を図るほか、京丹波食の郷創造プロジェ

クト事業に６５０万円を計上し、京丹波・食の祭典など本町の豊かな食をテーマとした取り

組みを進めてまいります。 

  また、鳥インフルエンザ発生農場跡地活用事業に１億６８万円を計上し、跡地利用の具体

化を図るとともに本年度から建物等の解体撤去に取りかかります。 

  林業費では、林業の担い手育成を初めとする林業振興対策事業に１，２６６万円、公有林

整備事業に１，５６７万円、森林資源の循環利用などを目指す木のぬくもり活用推進事業に

３，０４９万円を計上したほか、森林管理道塩谷長谷線の開設に８，５９５万円を計上し、

森林の保全及び活用と路網整備を図ってまいります。 

  商工費では、企業誘致対策事業として２４８万円を計上し、積極的な企業誘致活動を実施

するとともに、町商工会のプレミアム商品券発行事業や小規模事業経営支援事業への補助を

初め、資金融資利子補給などの商工業振興事業に２，２４７万円、融資保証料補給事業に５

００万円を計上し、小規模店舗や中小企業への経営支援を引き続き実施いたします。また、

消費生活相談窓口の設置と啓発事業等に１８７万円を計上し、安心安全な消費生活の実現に

努めてまいります。 



 

－１７－ 

  観光費では、観光振興事業として、京丹波町観光協会の運営補助に８００万円を計上し、

夏まつり開催への助成と観光協会との連携による京丹波町ならではの観光事業を推進してま

いります。 

  また、特産館「和」管理運営事業に１，２００万円を計上し、利用者の安全と利便性を高

めるためエレベーターの設置を行うこととしております。 

  土木費では、道路維持費として４，６８１万円を計上しております。冬季の除雪を初め、

道路利用者の通行に支障がないよう維持管理に努めてまいります。道路新設改良費では、

（仮称）ハイウェイテラス・京たんば整備事業に要する経費５億７，３２４万円のほか、継

続事業を含む１６カ所の事業費と合わせまして総額１１億７，２５３万円を計上し事業に取

り組んでまいります。このほか、河川維持管理事業に１，１８７万円を計上したところであ

ります。 

  また、町営住宅の維持管理費に１，１８０万円、木造住宅耐震改修事業や継続実施します

住宅改修補助金事業に９１４万円を計上しております。 

  消防費では、中部広域消防組合負担金に２億４，２５８万円、消防団運営費に７，３７４

万円、消防車両更新事業に３，３４５万円、防火水槽設置事業に１，５７５万円を計上して

おります。また、避難所用パーテーション、防護服、個人線量計などの原子力災害対策備品

の整備など、防災事業に３２３万円を計上したほか、デジタル移動系防災行政無線の実施設

計費用に２，００６万円を計上したところであります。 

  教育費では、総額で７億４，１０７万円を計上しております。 

  幼稚園遊戯室及び小中学校体育館の照明器具等の耐震点検及び改修実施設計と、幼稚園及

び中学校の空調設備実施設計に１，８００万円、Ｂ＆Ｇ和知海洋センタープール屋根改修工

事に１，５０５万円を計上したほか、学校運営、教育振興、社会教育の推進に所要の額を計

上しております。 

  次に、歳入についてでありますが、町税につきましては、平成２５年度の決算見込額と地

方財政計画の指標を検討の上、過大見積りにならないよう計上したところであります。現下

の経済情勢の中にあって、町民総所得の伸びは依然としてマイナス基調ではありますが、新

増築家屋にかかる固定資産税の純増や、たばこ税の市町村への税源移譲などによりまして、

前年度比３，７９４万円増額の１６億４，２８５万円を見込んでおります。また、譲与税、

交付金関係につきましては、地方財政計画の伸び率等から推計し、前年度比２４０万円減額

の３億６，５３０万円を計上しております。 

  なお、地方交付税につきましては、地方財政計画における基準財政需要額の伸び率見込み
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等から、特別交付税を含め前年度と同額の５１億円を計上したところであります。 

  平成２６年度は、施政方針で申し上げましたように、私の２期目の任期が本格的にスター

トする年度であり、安心、活力、愛のあるまちづくりの第２段階として、これまで取り組ん

でまいりました、きめ細かな保健福祉関係事業の一層の充実や、土地開発公社債務の解消を

初めとした財政健全化対策の推進はもちろん、輝かしい京丹波町の未来づくりのための予算

編成としたところであります。 

  景気回復の実感は乏しく、個人所得も年々減少するなど、財源の確保が大変厳しい状況で

はありますが、選択と集中によりまして、住んでよかったと思っていただける町政の推進に

全力を傾けてまいる所存であります。 

  議員各位を初め、町民の皆様方の格別のご支援、ご協力をお願い申し上げます。 

  以上、一般会計予算の説明とさせていただきまして、引き続き特別会計につきまして説明

を申し上げます。 

  国民健康保険事業特別会計では、１９億８，６５５万円を計上しております。 

  国民健康保険事業では、少子高齢化の進展や雇用環境の変化などに伴う制度の構造的な課

題により財政状況が一段と厳しさを増す中、国においては、社会保障制度改革国民会議の報

告書を踏まえ、昨年末には社会保障制度改革の全体像や、進め方を示すプログラム法が成立

しまして、大きな転換期を迎えようとしております。引き続き国の財政支援の強化を求める

とともに、国保制度改革に係る今後の議論の行方を注視してまいりたいと考えております。 

  本町の平成２６年度の国保税率につきましては、これまでから保険給付費等の伸びに対応

するため、税率改定も視野に入れ種々検討を重ねてきたところでありますが、被保険者の皆

様の負担を考慮し、据え置くことといたしました。 

  引き続き、特定健診事業に積極的に取り組むとともに、医療費の適正化対策や収納率向上

対策により、公平性の確保と財政安定化を図ってまいります。また、京都府国民健康保険広

域化等支援方針に基づく共同事業等を活用して業務の効率化を図り、安定的な事業運営に努

めてまいります。 

  後期高齢者医療特別会計につきましては、２億２，６７１万７，０００円を計上しており

ます。本会計につきましては、京都府後期高齢者医療広域連合の算定に基づく保険料を徴収

し、広域連合に納付する収支となっております。 

  平成２６年度からは、不均一保険料が終了し、本町においても府内統一の保険料が適用さ

れることとなりました。被保険者の皆様への丁寧な説明に努めたいと思います。 

  介護保険事業特別会計事業勘定では、２０億３，３２４万４，０００円を計上しておりま
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す。 

  引き続き介護保険サービス給付の適正化と介護予防事業の充実を図り、自立した日常生活

が営めるよう事業の円滑な推進と健全運営に努めてまいります。また、第５期介護保険事業

計画の最終年度を迎え、計画期間中の実績と住民ニーズを十分に検証し、次期介護保険事業

計画を策定してまいります。 

  サービス事業勘定では、地域包括支援センターを拠点に、認知症予防を初めとする介護予

防支援事業を推進してまいります。 

  また、老人保健施設サービス勘定では、１億５，７２０万円を計上しまして、施設の運営、

入所サービス等の提供を行い、和知診療所の訪問事業と組み合わせて、在宅復帰や在宅療養

の支援など包括的なケアに取り組んでまいります。 

  水道事業特別会計につきましては、１４億８，０８０万円を計上しております。 

  施設の適正な管理を行うとともに施設整備を行い、安全で安定した給水環境の整備に努め

てまいります。また、経営状況等を明確にするため、公営企業会計への移行を行うこととし、

その準備経費に１，５００万円、債務負担行為として３，５００万円を計上しております。 

  施設整備では、丹波・瑞穂地区で、畑川浄水場の高度処理施設の調査設計に着手するほか、

給水区域を結ぶ連絡管の整備や未給水区域である小野地区の管路整備を引き続き進めてまい

ります。 

  和知地区では、西部浄水場が昨年完成しまして、全ての浄水場が完成いたしました。本年

度は西部地区の低区配水池築造工事に着手するとともに、残る配水管整備を進めてまいりま

す。 

  下水道事業特別会計につきましては、９億６，３９０万円を計上しております。 

  使用料の確保と施設の効率的な運営を図り、経費縮減に努めてまいります。施設整備では、

供用開始後１０年以上を経過した町内１５カ所の農業集落排水処理施設と管路の機能診断を

実施し、今後の老朽化対策を検討してまいります。 

  また、公共下水道では、グリーンハイツ区の下水道管渠改善工事及び中台地内において府

道改良工事の支障となる中継ポンプ制御盤の移設工事を計画しております。 

  町営バス運行事業特別会計につきましては、１億２，０５６万円を計上しております。 

  老朽化した車両２台を更新し、安全運行に努めてまいります。また、交通弱者の利便性の

向上に努め、住民の皆様から愛されるバス運行を目指してまいります。 

  国保京丹波町病院事業会計では、病院、各診療所の３条予算の収益的収入に９億５，１５

０万円、収益的支出には特別損失を含む９億７，９０２万７，０００円を計上しております。
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また、４条予算の資本的収入に１億２，２９８万１，０００円、支出には１億５，４９０万

円を計上し、資本的収支に不足する３，１９１万９，０００円は過年度分損益勘定留保資金

で補填することとしております。 

  病院建設事業債の償還も最中でありまして、引き続き厳しい経営環境ではありますが、経

営の健全化と保健・福祉・医療・介護の一層の連携強化を図り、地域包括医療の推進に努め

てまいります。 

  また、医師確保につきましても、引き続き京都府や府立医大並びに関係医療機関への要望

や奨学金制度の活用などにより一層安定した医療体制の確立に向けて全力で取り組んでまい

ります。 

  その他、土地取得特別会計につきましては、基金利子等の積み立てを計上したものであり、

育英資金給付事業特別会計につきましては、育英基金の目的に沿う適正な給付に留意し、４

１１万８，０００円を計上しております。 

  また、須知、高原、桧山、梅田、三ノ宮、質美の各財産区特別会計につきましては、財産

の管理及び住民団体への助成を中心として編成したものでございます。 

  以上、提案理由の説明とさせていただきます。何とぞ慎重にご審議賜りまして、原案にご

賛同いただきますようよろしくお願い申し上げます。 

  なお、平成２５年度の補正予算につきましては、後日追加提案させていただきたく思って

おりますので、ご理解賜りますようにお願い申し上げます。 

○議長（野口久之君） 補足説明を担当課長から求めます。議案の説明は日程順にお願いいた

します。 

  伴田総務課長。 

○総務課長（伴田邦雄君） それでは、議案第６号から議案第８号につきまして、補足説明を

申し上げます。 

  まず、議案第６号でございます。 

  京丹波町特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例の一部を改正する条例の

制定についてでありますが、提案理由にございますように、厳しい財政状況に鑑みまして、

町長、副町長の給料及び期末手当を、平成２６年度におきましても引き続き１０％減額する

ものでございます。 

  次に、議案第７号 京丹波町教育委員会教育長の給与及び勤務時間等に関する条例の一部

を改正する条例の制定についてでございますが、教育長の給料及び期末手当につきましても

引き続き１０％減額するものでございます。 
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  なお、町長、副町長、教育長の減額分の合計は年間約３１０万円となるところでございま

す。 

  続きまして、議案第８号につきましては、京丹波町職員の管理職手当に関する条例の一部

を改正する条例でございますが、管理職手当につきましても引き続き１０％減額するもので

ございます。現状の管理職３０名でございますが、減額分の合計につきましては年間約１３

９万円となるところでございます。 

  以上、補足説明とさせていただきます。よろしくお願い申し上げます。 

○議長（野口久之君） 岡本保健福祉課長。 

○保健福祉課長（岡本佐登美君） それでは、議案第９号 京丹波町保健福祉センターの設置

及び管理に関する条例の一部を改正する条例の制定につきまして、補足説明を申し上げます。 

  本件の提案理由につきましては、国保京丹波町病院和知歯科診療所の移転に伴いまして、

京丹波町和知保健センターを廃止し、条例から削除するものでございます。 

  和知保健センターは昭和５７年に和知地区の健康づくりの拠点施設として設置されまして、

和知歯科診療所も同センターの２階に併設し、活用してまいりました。しかし、合併後、平

成２０年には和知地域保健福祉室が和知支所内に移転、また、昨年１０月には和知歯科診療

所が１階に移転し、その後、２階部分につきましても、和知歯科診療所の会議室等の施設と

して改修工事が完了いたしました。このことから、和知保健センター全体を医療施設として

用途変更し、平成２５年度末をもちまして同センターを廃止し、２枚目の新旧対照表のとお

り、条例の第１条の条文及び同条の表から京丹波町和知保健センターを削除するものでござ

います。 

  以上、簡単でございますが、補足説明とさせていただきます。 

○議長（野口久之君） 藤田医療政策課長。 

○医療政策課長（藤田正則君） それでは、続きまして、議案第１０号 京丹波町病院事業の

一部を改正する条例の制定について、補足説明を申し上げます。 

  １つ目には、先ほど第９号の補足説明にありましたとおり、和知保健センター２階にあり

ました和知歯科診療所の診察室の移転、並びに、２階部分の会議室の全体工事が完了しまし

たので、保健センター施設から医療施設に用途変更を行いますため、病院事業条例第１条第

２項にあります和知歯科診療所の表示を、京丹波町和知保健センターで表示しておりました

代表、地番表示に変更させていただくものでございます。 

  ２つ目には、平成２４年１月２４日に公布されました地方公営企業法の改正に伴いまして、

平成２６年度予算及び決算から適用されます会計基準の見直しが行われましたことにより、
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病院事業条例の第１０条と第１１条の一部改正を行うものでございます。 

  まず、第１０条におきましては、同法の改正によりまして、自己資本金の組み入れが廃止

され、資本金への組み入れ義務がなくなりました。しかし、当該義務づけが法令上はなくな

りましたが、地方分権推進法によりまして、自治体の判断により利益の処分の扱いにつきま

しては、条例で自己資本金の組み入れを規定することが可能なため、法令上の義務はなくな

りましてもこれまでどおりの扱いとし、資本金の減債積立金に組み入れすることを条例で規

定するものでございます。 

  次に、第１１条におきまして、法改正前はいわゆるみなし償却に係る資産の譲渡、撤去等

により損失が生じたときに資本剰余金をもって直接補填することを定めた規定でありました。

しかし、今回の法改正によりまして、このみなし償却制度が廃止され、資本的支出で充当さ

れた補助金等について取得した固定資産でありましても、それ以外の固定資産同様に、減価

償却を行うように改正されたため、第１１条におきまして、みなし償却を廃止する改正を行

うものでございます。 

  以上、簡単ではございますが、議案第１０号の補足説明とさせていただきます。ご審議賜

りましてよろしくお願い申し上げます。 

○議長（野口久之君） 伴田総務課長。 

○総務課長（伴田邦雄君） 続きまして、議案第１１号 京丹波町非常勤消防団員に係る退職

報償金の支給に関する条例の一部を改正する条例の制定につきまして、補足説明を申し上げ

ます。 

  提案理由につきましては、説明にございましたとおり、消防団員等公務災害補償等責任共

済等に関する法律施行令の改正に伴いまして、消防団員退職報償金の引き上げを行うもので

あります。 

  まず、この法律施行令改正の背景でございますが、近年、阪神淡路大震災や東日本大震災

を初め、豪雨や台風等による災害が頻発しておりまして、また、南海トラフ巨大地震等の発

生も予測される中、地域防災体制の確立が課題となっているところでございます。 

  しかしながら、一方では、少子高齢化の進展等から、地域における防災活動の担い手を確

保することが非常に困難な状況になっているという状況でございます。こうした現状から、

昨年の臨時国会におきまして、消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律とい

うのが議員立法で成立いたしまして、消防団の強化として、加入の促進を初め、消防団員の

処遇改善等が定められ、適切な報酬、手当の支給について必要な措置を講ずることとされた

ところでございます。 
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  そうした経過の中で、退職報償金につきましてもその趣旨を踏まえて引き上げを行うこと

とされ、消防団員等公務災害補償等責任共済等に関する法律施行令の改正が行われることと

なりましたことから、それにあわせまして、今回、条例改正をお願いするものであります。 

  内容につきましては、最終ページの新旧対照表で説明させていただきます。 

  右側が旧条例でございまして、左側が新条例でございます。それぞれ階級と勤務年数によ

って退職報償金を定めておりまして、今回の改正におきましては最低支給額を２０万円とす

るほか、一律に５万円の引き上げを行うものであります。 

  具体的には、団員さんで５年以上１０年未満の場合につきましては、現行１４万４，００

０円となっておりますが、これが２０万円になるということでございまして、以外につきま

しては全て５万円の引き上げとなるものでございます。 

  なお、施行につきましては平成２６年４月１日からでございます。 

  以上、補足説明とさせていただきます。よろしくお願いを申し上げます。 

○議長（野口久之君） 山森企画政策課長。 

○企画政策課長（山森英二君） 議案第１２号 京丹波町過疎地域自立促進市町村計画の変更

について、補足説明を申し上げます。 

  過疎地域自立促進市町村計画の変更手続につきましては、過疎地域自立促進特別措置法及

び事務処理要綱に基づき、事業の追加や大幅な事業量の増減など、計画全体に及ぼす影響が

大きい場合にはあらかじめ京都府との協議を行った後、議会の議決をいただくことになって

おります。また、京都府との事前協議や議会の議決を要しない軽微な変更につきましては、

毎年予算が確定し、変更の必要が生じた場合に行っているところでございます。このたび、

平成２６年度の予算に伴い、現計画の本文中に事業名と事業内容の追加が必要となったため

提案を行うものでございます。なお、京都府との協議につきましては、平成２６年２月１２

日付で協議が整っているところでございます。 

  次に、変更内容の説明を申し上げます。 

  変更箇所を抜粋した別紙資料にて説明をさせていただきますので、説明資料の１ページか

らごらんいただきたいと思います。 

  左側には変更前、右側の欄には変更後の内容を掲載しております。今回、追加いたします

事業につきましては、町営バスの車両更新に伴うものでございまして、今回の変更に合わせ

て関連する基本的事項等を追記しておりまして、下線部分が変更箇所となっております。 

  次に、３、交通通信体系の整備、情報化及び地域間交流の推進の事業区分中に、自動車等

町営バス更新整備事業を追加するものであり、資料２ページから６ページまでの（１）現状



 

－２４－ 

と問題点、（２）その対策、（３）計画にそれぞれ追加するものでございます。 

  計画といたしましては、平成２６年度から２７年度の２カ年におきまして、現在、保有し

ております町営バス車両１６台中４台を更新することといたしておりまして、住民生活にか

かわります移動支援対策の維持の確保と、将来にわたり適切な運行管理を行うために、老朽

化をいたしました車両を計画的に更新するものでございます。 

  ７ページ中ほど、右側の欄に今回の変更にかかわります概算事業といたしまして、平成２

６年度２，０００万円、平成２７年度２，０００万円といたしているところでございます。 

  以上、議案第１２号の補足説明とさせていただきます。ご審議のほどよろしくお願いいた

します。 

○議長（野口久之君） 久木産業振興課長。 

○産業振興課長（久木寿一君） 議案第１３号 公の施設の指定管理者の指定につきまして、

補足説明をさせていただきます。 

  今回、提案させていただきます瑞穂マスターズハウス及び瑞穂マスターズ農園は、地域特

産物の加工を行うとともに、都市住民等を対象にした市民農園として設置され、平成１１年

４月に開設されたものでございます。本施設の管理につきましては、平成１８年９月から指

定管理者制度を導入し、平成２１年３月まで財団法人瑞穂町農業公社に、平成２１年４月か

ら平成２５年１２月まで丹波ワイン株式会社にそれぞれ管理をお世話になってまいりました。 

  本議案は、平成２６年４月からの管理につきまして、京丹波町公の施設の指定管理者の指

定の手続に関する条例第５条第１項第３号に規定する、候補者の選定の特例、施設の目的、

規模、機能等を考慮した結果、特定の団体に管理を行わせることが特に必要と認めるときを

適用させていただきまして、グリーンランドみずほ株式会社を指定管理者に指定することを

お願いするものでございます。 

  グリーンランドみずほ株式会社は、平成２５年第４回京丹波町議会定例会におきまして、

４月からのグリーンランドみずほ施設の指定管理者として議決いただいたところであります。

同社は和菓子などの製造加工販売をされてきました鎌谷中もえぎグループ企業組合の人材と、

ブランド商品を引き継がれておりまして、また、道の駅瑞穂の里「さらびき」における野菜

等の販売も多くの都市住民に好評を博しております。 

  このような中で、グリーンランドみずほの敷地内にあります瑞穂マスターズハウス及び農

園の指定管理者を同社とすることで、本施設の活用や道の駅、野菜市との連携が図られ、本

施設の設置目的に沿った管理、及び、各施設の一体的、効果的な管理ができると考えており

ます。また、指定管理の期間につきましても、グリーンランドみずほ施設の指定管理と同様
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に５年とさせていただいております。 

  以上、議案第１３号の補足説明とさせていただきます。よろしくお願いいたします。 

○議長（野口久之君） 十倉土木建築課長。 

○土木建築課長（十倉隆英君） 議案第１４号 町道の路線認定について、補足説明のほうを

させていただきます。 

  議案書の２枚目の箇所図のほうをご確認いただきますようお願いいたします。 

  先ほど町長からの提案説明にありましたとおり、口八田地内で進められておりました一般

府道篠山京丹波線のミニバイパス整備が昨年９月に完成いたしまして、現道部分の町への管

理移管を必要とするため、口八田向掛谷９番地５を起点とし、口八田向掛谷４４番地６１を

終点とする延長５００．１メートルを町道向掛谷線として路線認定をお願いするものでござ

います。箇所図につきましては、町道として管理移管を受ける部分を青色で着色しており、

赤色で着色しておりますのがバイパス区間であります。 

  なお、移管を受けます道路につきましては、京都府との現地確認等により、路肩の修繕等

を必要とする部分につきましては、京都府のほうにおいて実施していただくことで道路のほ

うは進めております。 

  続きまして、議案第１５号 町道の路線変更についてでございます。 

  議案書の２枚目の箇所図のほうをご確認ください。 

  路線変更を必要とする箇所につきましては、国道２７号の東側、蒲生蒲生野地内の新しく

開発された住宅団地内の道路であります。変更前の路線につきましては赤色で着色している

区間であり、町道蒲生野高原西線との交差点を起点とし、町道蒲生野高原中央線までの延長

１３２．３メートルの路線としておりましたが、その東側に新たに住宅団地が開発されたた

め、建築基準法上の道路とするため、終点箇所を蒲生蒲生野４０５番地２１から蒲生蒲生野

３０９番地１６とし、青色で着色している区間、延長２３１．８メートルの路線として変更

をお願いするものでございます。 

  なお、道路の構造規格等につきましては、協議書及び工事完了検査により確認のほうは行

っております。 

  以上、まことに簡単ではございますが、議案第１４号並びに１５号の補足説明とさせてい

ただきます。ご審議いただきますよう、よろしくお願いいたします。 

○議長（野口久之君） これより暫時、休憩をいたします。１０時５０分まで。 

休憩 午前１０時３２分 

再開 午前１０時５０分 
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○議長（野口久之君） それでは、休憩前に引き続き会議を続けます。 

  伴田総務課長。 

○総務課長（伴田邦雄君） それでは、議案第１６号 平成２６年度京丹波町一般会計予算に

つきまして、補足説明を申し上げます。 

  まず、平成２６年度の一般会計の予算総額につきましては１１７億４，０００万円と定め

させていただくものでございまして、前年度比４億２，２００万円、３．７％の増としてお

りまして、過去最大の予算となっておるところでございます。 

  それでは、ページをめくっていただきまして、第１表につきましては後ほど、事項別明細

書で説明させていただきます。 

  １０ページをお願いいたします。 

  第２表の債務負担行為でございます。 

  事項といたしましては、木のぬくもり活用推進事業でございまして、これは昨年４月に策

定いたしました京丹波町森づくり計画において位置づけをしております循環型経済社会の構

築を目的とした事業でございまして、これまでその事業の一環として薪ストーブの設置補助

などを実施してきたところでございますが、平成２６年度からは木質バイオマス産業の育成

も視野に、新たな資源循環の仕組みづくりに取り組むこととしておりまして、企画政策課に

地域資源活用推進室を設置して、その体制整備も行うこととしたところでございます。 

  そうした方針のもとに、まずは本町の約８割を占める森林資源の資源量を調査し、それを

管理するシステムづくりが必要ということでございまして、２カ年の計画で、地図や数値デ

ータなどによる森林管理システムを整備することとしておりまして、２年目に必要な経費２，

５００万円につきまして債務負担行為を設定させていただくものでございます。 

  次に、１１ページからの第３表、地方債の関係でございますが、それぞれの歳出事業の財

源として発行させていただきますものと、臨時財政対策債の発行をお願いするものでござい

ます。総額につきましては、１２ページでございますが、１６億７，４００万円でございま

して、前年度比では３億７，６２０万円の増額となっておるところでございます。 

  １１ページに戻っていただきまして、合併特例債の概要でございますが、前年度比４，６

６０万円の増としております。これは平成２６年度における新規事業といたしまして、白土

の歩道橋の改修事業でありますとか、丹波パーキング関連の町道深シノ線道路改良事業、ま

た、台風１８号被害による橋爪区内線の道路改良工事、その他、琴滝公園の整備事業であり

ますとか、豊昌池の改修事業等を予定しておりまして、これらが主な増加要因となっておる

ところでございます。 
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  また、次の過疎対策事業債でございますが、９億４，１１０万円を計上しております。前

年度比３億７，０３０万円の増額としております。平成２６年度につきましては、新規事業

といたしまして、グリーンランドみずほ人工芝ホッケー場の改修、また、丹波ＰＡ関係の施

設整備を予定しておりますことから、これらが主な増加要因となっておるところでございま

す。 

  次の緊急防災・減災事業債でございますが、２，０００万円を計上しております。 

  これにつきましては、デジタル防災行政無線整備事業に係る実施設計に要する費用に充て

るために計上させていただいたものでございます。この緊急防災・減災事業につきましても、

１００％の充当で７０％が交付税算入される地方債となっているところでございます。 

  １２ページでございますが、下側の臨時財政対策債につきましては、交付税の振り替え措

置分でございまして、３億９，４３０万円を予定しておりまして、全ての発行額のうちの交

付税算入額につきましては１２億８，６７３万円を推計しておるということでございます。

交付税の算入率につきましては７６．９％となるところでございます。 

  なお、この起債の関係の目的別の内訳につきましては、後ほど事項別明細書の３８、３９

ページの町債のところでご確認をいただけたら大変ありがたいと思いますので、よろしくお

願いいたします。 

  次に、ページをめくっていただきまして、事項別明細書の４ページをお願いいたします。 

  まず、歳入の町税でございますが、町民税の個人均等割でございますけれども、税率につ

きましては復興特別税の５００円を加算した３，５００円となっております。納税義務者を

６，９５０人、それから、家屋敷分１２０件を見込みまして、また、徴収率を９７％という

ことで算定いたしまして２，４００万３，０００円を計上しております。 

  個人の所得割につきましては税率は６％でございまして、課税の基礎となります総所得に

つきましてはこれまでの経過、また、経済情勢等を勘案いたしまして、平成２５年度所得の

マイナス１．６％といたしまして課税標準額を推計したところでございますが、住宅ローン

控除分等を差し引いた結果、個人町民税の現年度分につきましては５０１万円余りの減とな

る４億４，３４４万５，０００円の計上といたしております。 

  また、法人税でございますが、均等割につきましては、３６６の法人を見込んでの計上で

ございます。 

  法人税割につきましては平成２５年度の決算見込額のマイナス１５％で推計いたしており

まして、１，４１２万円余り増額でございます８，４８０万円の計上としております。法人

税につきましては、企業の業績が下げ止まりの傾向にございまして、また、京都縦貫自動車
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道の工事関連業者の影響で大きな伸びを示しているところでございます。 

  次に、固定資産税でございますが、土地と家屋につきましては、平成２５年度中の異動を

反映したものでございますが、平成２６年度につきましては、評価の据え置き年であるとい

うことから、特に家屋につきましては、新増築家屋の増加分によりまして３７０万円余りの

増としております。 

  また、償却資産につきましては、平成２５年度の決算見込みから、過去３カ年の平均伸び

率によりまして算定をしております。 

  次に、５ページの軽自動車税でございますが、課税台数は１万１，０２３台として推計し

たものでございます。これまで増加傾向にございました軽の乗用車の台数の伸びがとまった

というふうな状況でございまして、現年分で３９万円余りの減となっておるところでござい

ます。 

  その次の町たばこ税でございますが、平成２５年度の決算見込みをもとに算定しておりま

す。本数につきましては、コンビニでのまとめ買いなどによりまして約３％の伸びを見てお

りまして、１，２２０万円余りの増となっておるところでございます。 

  以下、地方譲与税から各種の交付金が続くわけでございますが、これらにつきましては京

都府の試算資料に基づいて計上させていただいたところでございます。 

  なお、６ページでございますが、下から２つ目の地方消費税交付金でございますが、平成

２６年４月からの消費税の引き上げによりまして、地方消費税率は現行の１％から１．７％

となりますけれども、平成２６年度の地方消費税交付金につきましては、平成２６年１月か

ら平成２６年１２月までに国に納付された分が対象となり、消費税の引き上げ前の部分が含

まれるということ、また、収納までのタイムラグが考えられるというふうなことから、平成

２５年度の決算見込額に伸び率を１１５．７％ということで推計して、１億７，６５０万円

を計上したところでございます。 

  なお、説明欄を見ていただきますと、２段書きにしておりまして、地方消費税交付金（社

会保障財源化分）といたしまして２，９４１万６，０００円を明示しております。これにつ

きましては、今回の消費税引き上げが社会保障の財源確保にあるということから、引き上げ

分の地方消費税収につきましては、全て社会保障施策に要する経費に充当することとされて

おりまして、それを予算書等で明示するように通知があったところでございます。また、そ

の額につきましては、１２分の２に相当する額とされておりますことから、１億７，６５０

万円の１２分の２の２，９４１万６，０００円を明示したものでございます。 

  次に、７ページでございますが、１つ目の自動車取得税交付金でございますが、これにつ
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きましては平成２６年度からの減税措置を見込みまして１，７００万円減額の１，８９０万

円としたところでございます。 

  次に、３段目の地方交付税でございますが、算定の基礎となります基準財政需要額を国の

地方財政の見通しにより示されましたそれぞれの算定費目の伸び率等に基づいて算定いたし

ましたところ、普通交付税につきましては、平成２５年度実績から、約２，３００万円の減

となる４９億５，０００万円程度が見込めるのではないかというふうに現時点では考えてお

ります。そうした推計をもとに、一定の財源留保も検討する中で、当初予算には前年度と同

額の４６億５，０００万円を計上させていただいたところでございまして、特別交付税につ

きましても、前年度と同額の４億５，０００万円を計上したところであります。 

  次に、下段の分担金及び負担金からの特定財源の関係でございますが、これらにつきまし

ては、それぞれ積算根拠等を十分ではございませんけれども説明欄に記載をさせていただい

ておりますので、まことに恐縮ですが、省略をさせていただきたいと思います。 

  少しページを送っていただきまして、３２ページをお願いいたします。 

  下段の基金繰入金でございますが、３３ページになりますけれども、財政調整基金につき

まして、平成２６年度におきましては２億６，１７０万９，０００円を計上させていただい

ております。これは一般財源の不足額を基金から繰り入れるものでございますが、平成２６

年度におきましては、特に土地開発公社の全ての債務の解消に向けまして、残っている土地

を全て買い戻すということとしておりまして、その財源であります先行取得用地活用対策基

金の不足分でありますとか、新規事業としての和知地区の町有土地の造成事業、また、木の

ぬくもり活用推進事業、あるいは、水道事業会計への繰出金や道路改良事業の伸び等がござ

いまして、これらに伴う一般財源の不足分に充当するということになろうかと思っておりま

す。 

  次の先行取得用地活用対策基金繰入金３億７，３５３万１，０００円でございますが、こ

れは土地開発公社の土地取得につきまして、この基金からの繰り入れによって買い戻すとい

うものでございまして、平成２６年度に買い戻す土地につきましては、須知地内及び丹波ひ

かり小学校周辺の学校用地の残地、それから、瑞穂地区の中台と橋爪地内の住宅用地造成事

業ということで、合計２１筆でございまして、２万５，９３９．９４平米になるところでご

ざいます。この買い戻しによりまして、提案説明にもございましたが、懸案でありました土

地開発公社の債務が全て解消できるということになるものでございます。 

  また、次の過疎地域自立促進特別基金繰入金１億円でございますが、これにつきましては、

平成２５年度に積み立てをいたしました過疎債のソフト事業分でございますが、今回、鳥イ
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ンフルエンザ発生農地跡地の活用に向けまして、鶏舎の解体撤去に取りかかることといたし

ておりまして、その費用に充当するものでございます。 

  以上、まことに簡単でございますけれども、歳入予算の補足説明とさせていただきまして、

次に、歳出予算をお願いしたいと思います。 

  ４０ページからとなっております。ページを送っていただきまして、４６ページをお願い

いたします。 

  下段から、総務費の財産管理費となっておりますが、４７ページの２段目の工事請負費の

説明欄でございますけど、合併浄化槽設置工事１，０００万円でございますが、これは琴滝

公園にございます２つのトイレがございまして、これの水洗化工事を行うものでございます。 

  その次の公有財産購入費につきましては、先ほど来申し上げておりますけれども、土地開

発公社から買い戻しを行う土地購入費として３億７，３５３万１，０００円を計上しており

ます。 

  また、下段の積立金の関係でございますが、中ほどの振興基金積立金につきましては、合

併特例債を活用した基金造成といたしまして積み立てを行っておりまして、１億６，２００

万円と利子分を積み立てるものでございます。 

  そして、最下段の先行取得用地対策基金積立金は、歳入で申し上げました土地購入費の不

足分の積み立てを行うものでございます。 

  また、４８ページの１行目でございますが、過疎地域自立促進特別基金積立金１億円につ

きましては、過疎債のソフト事業分ということで、平成２６年度におきましても、町有施設

の解体撤去に要する費用等の財源として積み立てを行うものでございます。 

  少しページを飛ばさせていただいて、５１ページをお願いいたします。 

  上から２段目の支所費の関係の工事請負費でございますが、この工事請負費につきまして

は、和知支所の関係でございますが、町有施設維持改修等整備工事の８１８万７，０００円

につきましては、林業大学生が入居されております町有住宅４戸の水洗化工事費として３２

９万９，０００円のほか、大倉ヒヨ谷の沈砂池の修繕工事費４４４万円等を計上しておりま

す。 

  また、団地造成工事の４，５３５万６，０００円につきましては、提案説明にもございま

したが、町有地の有効活用を図るために、本庄馬森団地、それから、本庄花ノ木団地の造成

工事費を計上しております。 

  本庄馬森団地につきましては、ＪＲ和知駅の北側でございますが、旧和知町の町営住宅跡

地でございまして、平成１４年度に住宅が解体されたままとなっておりましたものを、地元
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の要望等も受ける中で、今回、再整備を行いまして、平成２７年度に住宅用地として分譲す

ることとしたものでございます。なお、全体面積につきましては、約３，５００平方メート

ルで、７区画を計画しておるところでございます。 

  また、花ノ木団地につきましては、和知ふれあいセンターの南側でございますが、同じく

旧和知町の医師住宅跡地となっております。今回、この土地につきましても、整地をいたし

まして分譲することとしたものでございまして、面積は約４５０平方メートル、２区画を予

定しておるところでございます。 

  次に、５２ページでございますが、上から３つ目の諸費の工事請負費でございますが、ま

ず、防犯カメラ設置工事につきましては、ＪＲ下山駅と和知駅に設置をし、防犯に役立てて

まいりたいと考えております。 

  次のグリーンランドみずほホッケー場改修工事の１億９，５００万円でございますが、こ

れも説明があったところでありますが、平成２７年夏の全国高校総体のホッケー競技会場と

してグリーンランドみずほの人工芝ホッケー場を使用するということになっておりますが、

平成８年に人工芝にいたしまして、以来１７年が経過しておるということで、大変劣化して

きております。ところどころでこぼこがあるというふうなことから全面改修を今回、行うこ

ととしたものでございます。 

  少しページを飛ばしまして、５９ページをお願いいたします。 

  １番上のほう、１段目でございますが、徴税費の負担金補助及び交付金で、説明欄の下か

ら２つ目でございますが、京都地方税機構負担金ということで、職員人件費でありますとか、

システム経費の負担金分といたしまして１，４２０万７，０００円を計上しております。現

在も本町から３名の職員を派遣しておるというところでございます。 

  次に６１ページでございますが、下段には３月２０日告示、４月６日投開票でございます

が、京都府知事選挙に係ります平成２６年度分の執行経費ということで計上させていただい

ています。 

  次に、６４ページをお願いいたします。 

  中段のところから民生費となっておりますが、社会福祉総務費の事業項目の最下段でござ

いますが、臨時福祉給付金給付事業といたしまして、事務費を含みますけれども４，７５６

万３，０００円を計上しております。これにつきましては、消費税の引き上げによる低所得

世帯への影響緩和措置として給付されることとなっておりまして、本町では対象者を２，９

４９人、これは１万円の対象でございますが、うち老齢基礎年金の受給者等ということで、

５，０００円の加算の対象となる方、これが２，０１４人というふうに見込んでおりまして、
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その部分を計上しておるところでございます。 

  次に、６６ページをお願いいたします。 

  下段の民生費の障害者福祉費でございますが、前年度比４，７６１万６，０００円の増額

としております。 

  特に、６７ページでございますが、事業項目の上から４つ目でございますけども、障害者

自立支援事業におきましては、日中活動系サービスと言われております生活介護等の増加に

よりまして、前年度比２，８２３万６，０００円の増加を見込んでおります。 

  また、同じく事業項目の下から２つ目でございますが、地域生活支援事業におきましては、

平成２６年度には新たに障害者及び障害児の日常生活支援、あるいは、創作的活動の機会の

提供などを行う地域活動支援センターというものを保健福祉センターに設置することとして

おりますほか、日中一時支援事業の利用者の増加等によりまして、前年度比１，００３万７，

０００円の増となっておるところでございます。 

  次に、ページをまた飛ばしていただきまして７０ページをお願いいたします。 

  下段からは老人福祉費でございますが、１，４７２万２，０００円の増額としております。

これは主に７１ページでございますが、事業項目のところの真ん中に書いておりますけれど

も、京都府後期高齢者医療広域連合事務事業におきまして２億７，０４１万２，０００円を

計上しておりますが、前年度比１，１９５万８，０００円の増額となっております。平成２

６年度におきましては、制度改正がございまして、後期高齢者の保険料の軽減措置が拡充さ

れるということから、それに伴います公費負担が増加するということになっております。ま

た、医療費の伸びに伴う市町村負担金の伸びというもので、伸びておるというふうな状況で

ございます。 

  また、事業項目の下から２つ目の地域包括ケアシステム推進事業でございますが、６８６

万５，０００円を計上しております。この事業は医療、介護、福祉の連携強化により、高齢

者が安心して在宅生活を送ることができる包括的なシステムを構築するというものでござい

まして、説明欄の４つ目でございますが、１１カ所の介護よろず相談所の相談業務委託料と

して３７２万円、それから、６つ目でございますが、和知ふるさと振興センターの買い物バ

スによる高齢者生活支援事業実証実験業務委託料ということで７５万円を計上しております。 

  また、その下ですが、新たに生活支援サービス養成事業委託料として２７万円を計上して

おります。これは介護の基礎知識を学んでもらうことによりまして、今後の地域支援事業の

新たな提供者を養成しようというものでございまして、２０名程度の受講者を予定しておる

ところでございます。 
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  次に、７４ページでございます。 

  下段の１３節、委託料の説明欄でございますが、ファミリーサポートセンター事業委託料

５００万円につきましては、多様な子育て支援サービスの充実を図る目的で、平成２３年１

０月から実施したところでございますが、年々相互の会員も増加しているということで、引

き続き児童の預かり等の相互支援活動を社会福祉協議会に委託して実施するものでございま

す。 

  また、７５ページでございますが、１行目の子ども・子育て支援計画策定業務委託料２４

６万３，０００円でございますが、これにつきましては、平成２５年度に債務負担行為を設

定したものでございまして、平成２５年度に実施した子ども・子育てに係るニーズ調査を踏

まえまして、幼児期の学校教育と保育の一体的な提供体制を整備するための計画を平成２６

年度に策定するというものでございます。 

  次に、中ほどの負担金補助及び交付金の説明欄の下段の子育て世帯臨時特例給付金１，２

３９万円でございますが、これにつきましては、先ほど申し上げました社会福祉総務費の臨

時福祉給付金給付事業と同様の趣旨でございまして、消費税率の引き上げによる子育て世帯

への影響緩和措置として設けられたものでございまして、臨時福祉給付金と調整しながら支

給するということになっております。内容といたしましては、平成２６年１月分の児童手当

の対象となる児童１人につきまして１万円を支給するということになっておりまして、対象

児童数につきましては１，２３９人を見込んでいるところでございます。 

  次に、その下の扶助費の説明欄でございますが、一番下の障害児通所給費等扶助費８８６

万９，０００円でございますが、これにつきましては、新規事業といたしまして、小学生か

ら高校生までの障害のある児童を対象として、放課後、または、夏休みなどに生活能力向上

のための支援を行うというものでございます。 

  次に、７６ページでございますが、下段からの保育所費につきましては、総額３億３，３

９８万６，０００円を計上しております。入所児童につきましては、上豊田保育所が１２４

人、みずほ保育所が７８人、わちエンジェルが５６人ということで計２５８人、それから、

広域委託として５人を見込んでおるところでございます。これらに係る所要の経費を計上さ

せていただいております。 

  なお、７８ページの下から２つ目、工事請負費でございますが、防犯カメラ設置工事費と

いたしまして１２９万２，０００円を計上しております。これにつきましては、わちエンジ

ェルに設置するものでございまして、これにより全ての保育所及び小中学校に設置が完了す

るということでございます。 
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  なお、次の空調設備改修工事につきましては、上豊田保育所のエアコン修理、その下の保

育施設改修工事につきましては、みずほ保育所の駐車場のアスファルト舗装の修繕でござい

ます。 

  次に、８１ページをお願いいたします。 

  下段の保健事業費でございますが、総額で９，４３９万３，０００円を計上しておりまし

て、本年度におきましても各種の健診事業等を実施してまいりたいと思います。特に、特定

健診の受診率につきましては、平成２４年度で５５．３％となっております。これは京都府

で１位の受診率ということになっておるところでございまして、今後ともその他の健診事業

も含めまして、受診率の向上に向けて、受診しやすい体制づくりや啓発に努めていくことと

しておるところでございます。 

  次に、８４ページでございますが、事業項目の一番下でございますが、新エネルギー導入

促進事業でございますが、６００万９，０００円を計上しております。これは平成２２年度

から実施しております住宅太陽光発電の設置補助でございますが、１キロワット当たり３万

円の補助で上限は１２万円でございます。平成２５年度におきましては、これまでに４５件、

５１０万円余りの補助金の交付決定を行っておりまして、平成２６年度におきましても５０

件分を計上させていただいたところでございます。 

  次に、少しめくっていただきまして、９１ページをお願いいたします。 

  農業費の農業振興費でございます。 

  こちらにつきましては、事業項目も大変多くございまして、事業名が変更になっているも

のもございますが、重立ったものについて申し上げたいと思います。 

  めくっていただきまして、９２ページでございますが、事業項目の中ほどのやや上でござ

いますけども、有害鳥獣対策事業でございますが、５，７５０万６，０００円を計上してお

ります。有害鳥獣対策事業につきましては、施政方針にもございますように、農業振興施策

における最重要課題ということで位置づけをしておりまして、平成２６年度におきましても、

国の緊急総合対策によりまして、７団体において延長６，２５９メートルに及ぶ金網フェン

ス、また、電気柵の設置に取り組みをいただくこととしております。また、町単費事業にお

きましても１０団体が取り組まれることとなっております。 

  また、捕獲対策といたしまして、これまで捕獲報償金の対象外としておりました、ヌート

リア、タヌキ、カラス、カワウにつきましても本年度から対象とすることとしておるところ

でございます。さらに、サル対策といたしまして、サル用の捕獲おり３基、追い払い用の電

動ガン６丁、サルの行動を監視するための受信機７台を購入することとしております。 
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  次に、事業項目のやや下のほうですが、京丹波「食の郷」創造プロジェクト事業でござい

ますが、６５０万円を計上しております。平成２６年度も丹波自然運動公園と須知高校を会

場に、食の祭典を実施することとしております。このイベントが本町のシンボル的な祭りと

なりまして、誇りづくりや元気づくりにつながるように引き続き取り組むこととしておると

ころでございます。 

  また、事業項目の下から５つ目の京力農場プラン事業でございますが、内容といたしまし

ては新規就農者の支援として、４５歳までの方が農業経営を開始した場合、最長５年間、年

１５０万円を支給する青年就農給付金、これは９名の方を予定しておりますが、それであり

ますとか、プランに沿った農業機械の施設整備に対する補助を行うものでありまして、施設

整備には２団体を予定しておるところでございます。 

  次のほんまもん京ブランド産地支援事業につきましては、ＪＡほうれんそう部会が取り組

まれるパイプハウス１９棟、また、高温防止対策用の遮光資材の導入補助でございます。 

  次に、新規事業でありますが、事業項目の中ほどの後継者育成事業でございます。新規就

農者５名を対象といたしまして、農業機械の導入に対して２分の１の補助をするということ

としておりまして、６４３万円を計上しております。 

  また、一番下でございますが、明日のむら人移住促進事業につきましては、平成２５年度

におきましても１２月の補正予算で計上させていただきましたけれども、都市部からの移住

希望者の受け入れを促進するために、入居後１年以内の空き家の改修補助等に５７０万円と

いうことで計上しております。平成２６年度におきましては、長瀬区、広野区、八田区の３

地区で予定されているところでございます。 

  次に、９６ページをお願いいたします。 

  ９６ページは畜産業費となっておりますが、事業項目の２つ目でございますけれども、鳥

インフルエンザ発生農場跡地活用事業といたしまして１億６８万６，０００円を計上してお

ります。主には、右側でございますが、１５節の工事請負費でございますが、建物の解体撤

去に係る工事費として１億円を計上しておるところでございます。なお、歳入でも説明いた

しましたが、過疎債のソフト事業分で積み立てた基金を繰り入れて２カ年の計画で撤去する

予定としておるところでございます。 

  次に、９７ページの農地費でございますが、事業項目一番下の土地改良施設維持管理事業

７，０００万円につきましては、安栖里区の豊昌池改修工事に６，２００万円、それから、

下粟野及び細谷の農業用取水施設の設置工事費といたしまして８００万円を計上しておると

ころでございます。 
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  また、少しページを送っていただきまして、１０１ページをお願いいたします。 

  上から２段目でございますが、農村情報施設管理費の工事請負費でございますが、ＣＡＴ

Ｖの施設整備工事として３，０２１万６，０００円を計上しております。これにつきまして

は、気象情報のデジタル化対応へのシステム構築、それから、文字放送の自動読み上げシス

テム、文字放送を自動的に読み上げると、そういったシステムを構築するものでございます。

さらに、告知端末機の監視サーバーの更新ということがその内容となっております。 

  次に、１０３ページでございますが、林業費の林業振興費でございますが、事業項目の下

から５番目の森林管理道開設事業につきましては、平成２４年度、２５年度に引き続きまし

て、和知地区の坂原地区と西河内地区を結ぶ塩谷長谷線の開設事業に８，５９５万３，００

０円を計上しております。平成２６年度も計画延長４，７００メートルのうちの１，０００

メートルの計画をしているところでございます。 

  また、事業項目の一番下でございますが、木のぬくもり活用推進事業でございますが、３，

０４９万８，０００円を計上しております。これにつきましては、債務負担行為でも説明い

たしましたが、木質資源の循環利用の仕組みづくりを進めるために、本町の森林資源の把握、

それから、その管理システムの構築を２カ年で整備をするということにしておりまして、平

成２６年度分のシステム開発委託料として２，５００万円を計上しておりますほか、公共施

設２カ所へのまきストーブの設置工事ということで２４８万円、また、まきストーブの導入

補助金といたしまして２０台分で２００万円、そういったものを計上したところでございま

す。 

  次に、１０７ページでございます。 

  商工費の関係ですが、商工振興費の事業項目の一番下でございますが、企業誘致対策事業

につきましては２４８万２，０００円の計上となっております。 

  また、右側でございますが、負担金補助及び交付金の一番下でございますけども、平成２

６年度におきましても、商工会のプレミアム商品券発行につきまして補助をするということ

としております。平成２６年度におきましては、プレミアム部分が１００万円ということで、

総額１，１００万円の発行を計画されているところでございます。 

  次に、１０９ページでございます。 

  上から２段目の観光費の工事請負費でございますが、説明欄のほうに施設昇降機設置工事

８００万円とございますが、これにつきましては、特産館「和」の利用者の安全と利便性を

高めるために、エレベーターを設置するというものでございます。 

  また、次の公園施設整備工事につきましては、質志鍾乳洞公園の洞内入り口のステージ、
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それから、公園内の２つの木橋がございますが、そのうち下側の橋につきましては老朽化を

しておりまして、危険な状況であるというふうなことから改修工事を行うものでございます。 

  続きまして、１１３ページをお願いいたします。 

  土木費でございますが、下段の道路新設改良事業でございますが、総額１１億７，２５３

万２，０００円ということで計上しております。前年度比では４億５０７万８，０００円の

増というふうなことになっております。事業内容につきましては、事業箇所は１８カ所でご

ざいまして、継続事業が１３カ所、新規事業が５カ所となっております。 

  特に、１１４ページでございますが、２段目の工事請負費でございますけども、この工事

請負費分につきましては１５カ所で１０億１，５６５万９，０００円を計上しておりまして、

前年度比３億８，４１５万９，０００円の増となっておるところでございます。 

  このうち、丹波ＰＡの整備関係につきましては５億５，４４０万２，０００円となってお

りまして、２億２，９４０万２，０００円の増となっておりまして、建築物に１億６，３９

８万１，０００円、駐車場や交流広場等の整備に３億５，０４２万１，０００円、道路整備

に４，０００万円を予定しているというところでございます。 

  また、新規の路線といたしまして、丹波ＰＡから府道桧山須知線を経由いたしまして、広

域防災活動拠点でもございます丹波自然運動公園へのルートを具体化するための測量設計委

託料といたしまして１，２００万円を計上したところでございます。 

  次に、１１６ページでございますが、下段の住宅管理費でございます。事業項目の下から

２つ目の住宅改修補助金交付事業でございますが、平成２３年度から３年間の計画で実施し

てまいったわけでございますが、地域経済への効果も大きいというふうなことで、さらに３

年間継続するということといたしまして５００万円を計上したところでございます。 

  次に、１１８ページからの消防費でございます。 

  まず、常備消防費につきましては、広域消防組合負担金といたしまして、平成２５年度実

績によりまして計上しております。 

  次の非常備消防費には９，１９３万２，０００円を計上しております。平成２６年度は消

防操法大会の開催年であるというふうなことなどから５３０万円余りの増額としておるとこ

ろでございます。 

  次に、１２０ページでございますが、消防施設費の関係でございますが、防火水槽設置事

業といたしまして２基分を計上しております。また、消防車両更新事業につきましては、小

型ポンプ付積載車４台を更新することとしております。 

  また、次の防災費でございますが、１２１ページの２段目の委託料でございますが、測量
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設計監理業務委託料２，００６万１，０００円につきましては、デジタル移動系防災行政無

線の実施設計を行うものでございます。 

  また、備品購入費の防災備蓄備品につきましては、乾パンでありますとか、飲料水等の更

新が必要な物資のほか、原子力防災対策といたしまして、避難所用の間仕切りパーティショ

ン、防護服、個人線量計を計画的に購入をしていくということとしておりまして、防護服に

つきましては４０着、個人線量計は１０個、パーティションにつきましては１５区画分を予

定しておるところでございます。 

  次に、１２２ページからの教育費でございますが、下段の事務局費の事業項目の２つ目で

ございますけども、学校指導主事設置事業でございますが、平成２６年度からいじめ対策と

いたしまして、指導主事を１名増員いたしまして、学校との調整や指導の強化を図っていく

ということとしております。 

  次に、少しページを飛ばしていただきまして、１２６ページをお願いいたします。 

  上から３つ目の小学校費の学校管理費の委託料でございますが、説明欄の１行目ですが、

測量設計監理業務等委託料として８４２万４，０００円を計上しております。これは主に体

育館の照明器具、あるいは、バスケットゴールなどの非構造部材の耐震化を図るための点検

と実施設計というふうなことで６００万円を計上しておりまして、この関係につきましては、

中学校費、または、幼稚園費におきましても同様に予算を計上させていただいておるところ

でございます。 

  次に、また少しページを飛ばしていただきまして、１４３ページをお願いいたします。 

  上から３段目でございますが、体育施設費の工事請負費でございますが、２，６６６万円

を計上しておりまして、説明欄の体育施設改修工事につきましては、篠原のプールのトイレ

の水洗化を行うものでございます。 

  次の海洋センター改修工事は和知のＢ＆Ｇ海洋センタープールの上屋シートの修繕工事を

行うもの、また、下山グラウンド管理施設等改修工事につきましては、京都府の河川工事に

かかわりまして、ネットフェンスでありますとか、物置等の撤去及び再設置が必要というふ

うなことから、これらに要する費用を計上したものでございます。 

  最後になりますが、１４６ページでございます。 

  下段の公債費の関係でございますが、元金償還分といたしまして１３億７，７７１万９，

０００円、利子分といたしまして１億８，８０１万９，０００円を計上しておるところでご

ざいます。 

  なお、予算書の最終ページをごらんいただきますと、地方債残高の見込みに関する調書を
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つけておるところでございます。この調書につきましては、許可ベースの額の表となってお

りまして、実際の借り入れの額とは少しずれる部分がございますが、増減見込みの欄を見て

いただきますと、平成２６年度中の借り入れが１６億７，４００万円ということと、元金償

還につきましてはただいま申し上げました１３億７，７７１万９，０００円というふうなこ

とでございまして、差し引き２億９，６２８万１，０００円増加するというふうなことにな

っておるところでございます。 

  以上、飛ばし飛ばしの説明で恐縮ではございますが、以上をもちまして一般会計予算の補

足説明とさせていただきたいと思います。 

  なお、資料といたしまして、予算編成概要をまとめたもの、それから、１００万円以上の

事業に限りましてでございますが、概要などをまとめた資料も配付させていただいておりま

すので、参考としてごらんいただけたらと思います。 

  以上でございます。よろしくお願いいたします。 

○議長（野口久之君） 若干早いようでございますが、暫時休憩いたします。１時１５分まで。 

休憩 午前１１時３５分 

再開 午後 １時１５分 

○議長（野口久之君） それでは、休憩前に引き続き会議を続けます。 

  下伊豆住民課長。 

○住民課長（下伊豆かおり君） それでは、議案第１７号 平成２６年度京丹波町国民健康保

険事業特別会計予算について、補足説明を申し上げます。 

  平成２６年度の国民健康保険事業特別会計につきましては、予算総額を、歳入歳出それぞ

れ１９億８，６５５万円とさせていただくものでございます。前年度当初予算と比べまして

９，３４９万４，０００円、４．５％の減とさせていただいております。 

  まず、予算編成の前提といたしましては、被保険者数を一般、退職合わせて４，７４６人、

世帯数を２，６９１世帯とし、各被保険者の所得及び固定資産税額を基礎として算定いたし

ております。 

  また、平成２６年度の国保税率については、先ほどの町長提案説明にございましたとおり、

前年度と同率に据え置くこととして予算を計上させていただいております。 

  平成２６年度の税制改正大綱により、予定されております制度改正といたしましては、賦

課限度額の引き上げと軽減対象世帯を判定する際の所得要件等の拡大が予定されているとこ

ろです。 

  賦課限度額については、後期高齢者支援金分及び介護納付金分がそれぞれ２万円引き上げ
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られ、後期分で１６万円、介護分で１４万円となり、改正のない医療分５１万円を合わせま

すと合計が７７万円から８１万円となるものです。 

  また、所得の低い方への軽減措置において、２割軽減で判定する際の所得要件が拡大され

るとともに、これまで適用がされなかった単身世帯においても５割軽減が適用されるように

なります。 

  今、申しました改正につきましては、法律の改正がまだでございますので、法律成立後に

条例の改正をさせていただきたいと存じます。 

  また、平成２６年度は２年に１度の診療報酬の改定や、７０歳に到達される方の自己負担

割合について特例措置が解除され、本来の２割負担となることなど、制度改正等も予定され

ております。 

  それでは、主なものにつきましては、事項別明細書により説明をさせていただきます。 

  まず、歳入から説明をさせていただきます。 

  事項別明細書の４ページをお願いいたします。 

  最初に、歳入では１款、国民健康保険税でございますが、一般被保険者分全体といたしま

しては前年度比２，３３８万８，０００円減の３億３，７８９万円、退職被保険者分といた

しましては前年度比２７３万２，０００円減で３，５３９万６，０００円といたしておりま

す。予定収納率はこれまでと同様に一般被保険者９３．５％、退職被保険者９８％で算定し

ております。 

  次に、５ページ、３款、国庫支出金、１項、国庫負担金のうち、療養給付費負担金につい

ては、歳出に計上した療養給付費等をもとに対象額を算出し、負担割合を乗じて現年度分２

億７，００５万６，０００円を計上いたしております。 

  ６ページの２目、高額療養費共同事業負担金については、歳出に計上した拠出金をもとに

算定いたしております。 

  ３目、特定健康診査等負担金は特定健診、特定保健指導に係る国の負担金単価に健診や保

健指導の見込み者数を乗じて計上いたしております。 

  ２項、国庫補助金、１目、財政調整交付金につきましては、１節の普通調整交付金では、

市町村の財政の不均衡の是正措置として交付されるもので、医療給付費等の必要額である調

整対象需要額から国・府等の交付金と給付に見合った標準的な保険税額の調整対象収入額を

控除して算出し、全体で１億２，３１６万９，０００円を見込んでおります。 

  ２節の特別調整交付金については、特別の財政事情に係る交付金ということで、説明欄に

掲げております経費分を見込んでおります。主なものとしましては、健康管理センターでの
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保健事業や、へき地診療所施設運営費に係るもののほか、病院の医療機器購入に係るものな

ど、合わせまして２，３００万２，０００円を見込んでおります。 

  次に、７ページ下段の４款、療養給付費交付金については、退職者医療分について、被用

者保険からの拠出金を社会保険診療報酬支払基金を通じて受け入れるもので、退職者医療の

対象費用額から保険税相当額と算定される額を差し引いて、対前年度１，４９６万８，００

０円増の１億５，２８９万４，０００円を計上いたしました。 

  ８ページ、５款、前期高齢者交付金につきましては、６５歳から７４歳までの前期高齢者

の医療費に係る医療保険者間の財政調整として受け入れるもので、各医療保険者における前

期高齢者の医療費の実績割合に応じて交付を受けるものです。平成２６年度分の概算分と平

成２４年度の精算分として返還すべき額２，１００万円余りを相殺して、５億５，９３９万

３，０００円の交付を受ける見込みとなりました。概算分は本町国保の前期高齢者加入見込

率の伸びや、１人当たり医療費の伸びにより増加要因となっていますが、精算分は昨年度の

精算追加交付から精算返還に転じたことから、全体で１，２９２万円余りの減少となってお

ります。 

  ６款の府支出金、府負担金の高額医療費共同事業負担金と特定健康診査等負担金について

は、国庫支出金と同じ算定方法により同額を計上いたしております。 

  ８ページ下段の府支出金、２項、府補助金の財政調整交付金につきましては、対象となる

保険給付費等に交付率を乗じて算出しております。さらに、特別調整交付金分として、国保

被保険者のがん検診実施に係る保険事業分などを合わせまして、７，２６３万２，０００円

としております。 

  ９ページ中ほどの７款、共同事業交付金においては、どちらも国保連合会から交付される

ものですが、１目、高額共同事業交付金は全国レベルの共同事業で、１件８０万円を超える

医療費分について。２目の保険財政共同安定化事業交付金は都道府県単位の共同事業で、１

件３０万円を超え８０万円以下の医療費を対象としております。各市町村からの拠出金の中

から、毎月支払う高額療養費の額をもとに算定され、前年度の交付見込額をベースに、事業

主体である国保連合会から示された見込額を計上しております。全体では前年度比３，２９

９万６，０００円減の１億９，２０２万４，０００円を見込んでおります。 

  １０ページ、９款、繰入金の１目、一般会計繰入金では、全体で１億１，６９６万２，０

００円で、前年度より９５９万５，０００円の増額となっております。 

  １節の保険基盤安定繰入金については、一般被保険者で所得の低い方の７割、５割、２割

といった保険税の軽減分でございます。軽減対象世帯を判定する所得要件等が拡充されたこ



 

－４２－ 

とに伴い、軽減世帯が増加しますので繰入金も増加となりました。 

  ２節の職員給与費等繰入金については、平成２５年度から対象とする人件費や事務費の範

囲を見直し、総務費賦課徴収費及び審査支払手数料のうち、補助金等特定財源の当たるもの

を除いた額について繰り入れの対象としております。 

  また、３節の出産育児一時金等繰入金と、４節の財政安定化支援事業繰入金については、

国保事業に係る交付税算入分ということで一般会計からの繰り入れをお願いいたしておりま

す。 

  ２項の基金繰入金につきましては、冒頭、説明申し上げましたとおり、保険税率の据え置

きに伴い、収支の均衡を図るために７，６０３万５，０００円の繰り入れを見込んでおりま

す。 

  次に、１３ページからの歳出について説明を申し上げます。 

  １款、総務費では、保健師１名分の人件費と、レセプト点検の嘱託職員の賃金、運営事務

費のほか、賦課徴収にかかる費用、運営協議会費用などを計上し、全体で１，９５０万６，

０００円を計上しております。 

  １５ページ下段からの２款、保険給付費、療養諸費につきましては、国が示す方法により

過去３年間の医療費をもとに、平成２６年度の被保険者数の見込数や、医療費の伸び、診療

報酬の改定状況を勘案して算出しております。入院、入院外、歯科、食事代の区分ごとに伸

び率を算出し、その項目ごとに積み上げて算出したところです。被保険者数は減少傾向が続

いており、今年度はこれまで一般被保険者の入院給付が落ちついていることなどから、療養

諸費全体では１１億６，５２８万円としております。前年度と比較しまして７．２％の減、

９，０７１万円の減額といたしております。 

  １６ページ、２項、高額療養費につきましては、一般、退職ともに直近の支給額から推計

し、前年度と比較しまして２．４％増の１億４，７２０万円を計上いたしました。 

  １８ページの出産育児一時金については、１件当たり４２万円として２０件分、８４０万

円。葬祭費については１件５万円で２５件分、１２５万円を計上いたしております。 

  精神・結核医療付加金は今年度の給付見込額から計上いたしております。 

  １９ページ、３款、後期高齢者支援金につきましては、現役世代から後期高齢者医療への

支援金ということで、けんぽや共済なども含め、各医療保険者が４割分を拠出するものです。

平成２６年度の概算分は２億６，３２５万９，０００円となり、平成２４年度の精算分１，

１７３万１，０００円が相殺されておりますが、高齢者の医療費の伸びに伴い、前年度に比

べて８１９万２，０００円の増加の２億５，１５２万８，０００円となっております。 
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  次に、２０ページの最下段、６款、介護納付金については、介護給付費等の財源として、

４０歳から６５歳までの被保険者数に応じて、各医療保険者が負担するもので、厚生労働省

が示す算出方法により所要額を見込んでおります、平成２６年度の概算納付分１億１，０５

２万２，０００円から、平成２４年度の精算見込み４１９万９，０００円が相殺されますの

で、前年度に比して４０万６，０００円増の１億６３２万３，０００円を計上いたしており

ます。 

  ２１ページの７款、共同事業拠出金については、国保連合会から示された拠出金見込額に

より計上いたしました。 

  １目の高額医療費共同事業拠出金は、医療費実績割で算定され、２目の保険財政共同安定

化事業の拠出金については、被保険者割、医療費実績割、所得割により算定されております。 

  ２１ページ下段の８款、保健事業費の特定健康診査等事業費では、４０歳から７４歳まで

の被保険者に係る特定健診に係る費用を一般会計に繰り出し、原則、集団健診の方法で実施

することとしております。平成２５年度から第２期特定健診等実施計画により、目標受診率

を全体で５７％とし、そのうち集団健診における受診率を５３％、受診見込者数１，９３２

人として予算計上をしたところでございます。一般会計への繰出金１，８２９万６，０００

円を主なものといたしまして、全体で１，９２５万８，０００円を計上いたしております。 

  ２２ページの疾病予防費の疾病予防事業では、医療費通知、ジェネリック差額通知のほか、

人間ドック助成金を計上いたしております。 

  人間ドック助成金については、昨年度に引き続き見直しをさせていただくこととしており

ます。ドックにおける助成対象を特定健診部分と、集合健診におけるがん検診の項目と同様

にし、８割補助を継続し、オプション検査である脳ドックについては全額個人負担でお願い

することとしております。また、１泊ドックを廃止するとともに、申し込み時点で国保資格

取得後１年を経過していることを新たに要件に加え、これまで同様に国保税に未納がないこ

とを確認した上で補助させていただくこととしております。限られた財源で多くの方にご利

用いただくため、また、集合健診における特定健診費用とのバランスを考慮し、ドック助成

制度の見直しについてご理解を賜りますよう、お願いいたします。助成金につきましては、

今年度の申し込み状況を踏まえ、外来半日ドック、２５５件分、８４１万５，０００円を計

上いたしました。 

  健康増進事業においては、一般会計で実施しているがん検診等に国保被保険者分の費用を

国保の保険事業に位置づけ、その費用の一部を負担するほか、南丹医療圏の広域保健事業と

して取り組みました糖尿病重症化予防事業の成果を途絶えさせることがないように、食生活
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改善事業など、地域の健康づくりを推進する事業に一般会計への繰出金３９８万１，０００

円を予定しております。これらの費用については国及び京都府の調整交付金の活用を見込ん

でおります。 

  ２４ページから２５ページの１１款、諸支出金では保険税の還付金を計上するとともに、

繰出金においては歳入の特別調整金の対象となっておりますへき地診療所の運営補助金と京

丹波町病院等の医療機器整備に係るものを合わせまして、１，３０４万４，０００円を病院

事業会計に繰り出すことといたしております。 

  以上、国民健康保険事業特別会計の説明とさせていただきます。 

  続きまして、議案第１８号 平成２６年度京丹波町後期高齢者医療特別会計について、補

足説明を申し上げます。 

  会計の概要といたしましては、高齢者の医療の確保に関する法律の規定により、後期高齢

者に係る保険料を徴収し納付すること、及び、保険料の軽減に係る保険基盤安定繰入金を一

般会計から受け入れ、広域連合に納めるというもので、平成２６年度の予算総額は前年度よ

り１，０４８万５，０００円、４．８％増の２億２，６７１万７，０００円とさせていただ

くものでございます。 

  保険料や基盤安定負担金につきましては、広域連合の算定に基づき予算を編成いたしてお

ります。 

  それでは、主なものにつきましては事項別明細書により説明させていただきます。 

  最初に歳入からご説明申し上げます。 

  事項別明細書の３ページをお願いいたします。 

  歳入では、１款、保険料、後期高齢者医療保険料でございますが、現年度分については、

広域連合の保険料算定に基づき、前年度と比較して３２４万円増の１億４，９７０万３，０

００円を計上いたしております。 

  現在の調定額により案分して、特別徴収分１億２，１１７万８，０００円、普通徴収分を

２，８４２万５，０００円とさせていただいております。なお、保険料率につきましては２

年ごとの改正となっており、平成２６、２７年度の保険料率が２月に開催されました広域連

合議会において決定されました。本町を初め、７市町村に適用されておりました不均一保険

料は、法律及び広域連合条例で定める期間が終了したことから、今年度から府内統一保険料

となっております。今期の保険料は不均一保険料の終了に伴い、該当する市町村への影響を

できるだけ少なくするための検討が行われた結果、均等割４万７，４８０円、所得割９．１

７％となり、１人当たりの平均保険料は７万３，８２２円と見込まれております。府内全体
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では軽減適用後の平均保険料は現在の平均保険料と比較して年４６４円、率にして約０．

６％の減額となっているところですが、本町の平均保険料としましては、広域連合の試算で

４万１，６３１円で、改定前の平均保険料と比べて年２９７円、約０．７％の増加と見込ま

れております。なお、保険料の賦課限度額が国の政令改正を受けて、５５万円から５７万円

に引き上げになるとともに、国保と同様に保険料の軽減を受ける世帯の所得について拡大が

実施されることとなっております。 

  ３款、一般会計の繰入金については、事務費分として３１１万円、所得の少ない方に対す

る保険料の軽減に係ります基盤安定繰入金として６，７６６万５，０００円を計上いたして

おります。 

  次に、４ページ、４款の繰越金については、出納整理期間に収納した保険料分を見込んで

おります。 

  ４ページの最下段、５款の諸収入、雑入につきましては、広域連合議会として後期高齢者

の人間ドック助成事業に３０２万４，０００円を主なものとしております。 

  次に、５ページの歳出についてでございますが、１款、総務費では、７５歳到達時や被保

険者証の一斉更新に係る郵送料等を主なものといたしております。 

  ６ページの２款、広域連合納付金では、徴収いたしました保険料と、低所得者に係る保険

料軽減分の負担金を広域連合に納付するものでございます。これも広域連合の試算に基づき

まして計上いたしておりますが、保険料の改定及び保険料軽減対象者の拡大に伴う基盤安定

負担金の増加により、８９３万６，０００円増の２億１，９３６万９，０００円となってお

ります。 

  ３款の保健事業費では、歳入で申し上げました広域連合からの助成金を受け、人間ドック

の助成金を計上をいたしております。助成割合については昨年同様、基本９割補助としてお

りますが、国保と同様に１泊ドックの廃止、脳ドックなどの一部オプション検査については

個人負担で受診いただくこととし、日帰りドック６３人分を見込んでいるところでございま

す。 

  以上、簡単ではございますが、後期高齢者医療特別会計の説明とさせていただきます。ご

審議いただきまして、ご議決賜りますよう、よろしくお願いいたします。 

○議長（野口久之君） 岡本保健福祉課長。 

○保健福祉課長（岡本佐登美君） それでは、議案第１９号 平成２６年度京丹波町介護保険

事業特別会計予算につきまして、補足説明を申し上げます。 

  まず、事業勘定の歳入歳出予算の総額をそれぞれ２０億３，３２４万４，０００円と定め
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させていただくもので、前年度と比較いたしますと９０４万４，０００円、０．４％の増額

となっております。平成２４年度から平成２６年度までを計画期間とする第５期介護保険事

業計画に基づきまして、予算計上させていただくものでございます。 

  詳細につきまして、事項別明細書で説明させていただきます。 

  まず、歳入でございますが、事項別明細書の３ページをお願いいたします。 

  １款、保険料、第１号被保険者保険料でございますが、第１号被保険者数を５，８８０人

と見込み、現年度分特別徴収保険料として３億２，９９９万円。現年度分普通徴収保険料と

して２，７３９万３，０００円を見込んでおります。 

  次に、３款、国庫支出金から５款、府支出金及び７款、繰入金では、歳出で計上いたしま

す保険給付費等をもとに、対象額に充当率を乗じて算定した額を計上いたしております。 

  まず、３ページ下段の３款、国庫支出金、１項、国庫負担金の介護給付費負担金は、保険

給付費のうち、施設介護給付費などの施設等に係る給付費の１５％、居宅介護サービス給付

費など、その他の給付費の２０％分として３億３，９９６万円を計上いたしております。 

  ４ページをお願いいたします。 

  ２項、国庫補助金、１目、調整交付金につきましては、保険給付費の８．３％の１億６，

１９３万９，０００円。２目の地域支援事業交付金は、介護予防事業分と包括的支援事業・

任意事業分として１，７２２万円を計上しております。 

  ４款、支払基金交付金、１目、介護給付費交付金につきましては、保険給付費の２９％、

５億６，５８１万２，０００円を見込んでおります。 

  ４ページ下段から５ページにかけましての５款、府支出金、１項、府負担金、１目、介護

給付費府負担金は、施設給付費の１７．５％、その他の給付費の１２．５％を合わせまして、

２億９，４１３万９，０００円を計上しております。 

  次に、６ページの７款、繰入金、１項、一般会計繰入金、１目、介護給付費繰入金は、ル

ール分として保険給付費の１２．５％、２億４，３８８万４，０００円。２目、地域支援事

業繰入金では、介護予防事業及び包括的支援事業・任意事業分として８６３万９，０００円、

３目、その他一般会計繰入金では事務費分として２，５３９万８，０００円の繰り入れをお

願いするものでございます。 

  ２項、基金繰入金では、保険給付費の財源不足額を介護給付費準備基金から４０万１，０

００円繰り入れ、収支の均衡を図っております。 

  続きまして、８ページからの歳出につきまして、説明申し上げます。 

  １款、総務費、１項、総務管理費では通信運搬費や共同処理手数料などの一般事務経費を、
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２項の徴収費では保険料の賦課徴収に係ります経費をそれぞれ計上しております。 

  ９ページの３項、介護認定審査会費では、円滑な認定調査を実施するための認定調査員の

臨時雇用賃金２４８万１，０００円、主治医意見書作成手数料に６５７万１，０００円、認

定審査会府委託負担金として８５６万円を計上しております。 

  認定審査会につきましては、本年度も京都府に事務委託させていただくこととしています。 

  次に、１０ページをお願いいたします。 

  ４項、計画策定委員会費では、平成２５年度の補正予算で、高齢者福祉計画及び第６期介

護保険事業計画策定事業の債務負担行為の設定をお願いし、平成２５年度に日常生活圏域に

おける住民意向調査を実施、平成２６年度は、平成２７年度から２９年度までの第６期介護

保険事業計画策定業務委託料２２９万円を計上、委託料を含めまして計画策定に係る経費と

して２３４万５，０００円を見込んでおります。今後、介護保険事業計画等策定委員会にお

きまして、次期計画の策定に向けてご審議をいただくこととしております。 

  ２款、保険給付費、１項、介護サービス等諸費の主なものとしまして、１目、居宅介護サ

ービス給付費では、１カ月の利用者数を訪問介護１４２人、通所介護３３８人、短期入所生

活介護１１７人などを見込み、５億９，１９１万２，０００円を計上しております。 

  ２目、地域密着型介護サービス給付費では、１カ月の利用者数を、グループホーム２１人、

地域密着型介護老人施設２９人の入所を見込み、１億５，０１７万３，０００円を計上して

おります。 

  ３目、施設介護サービス給付費は、１カ月の利用者数を介護老人福祉施設２１１人、介護

老人保健施設５３人、介護療養型医療施設２８人の入所を見込み、９億２，００７万８，０

００円を計上しております。 

  １１ページの２項、介護予防サービス等諸費では、主なものとしまして、１目、介護予防

サービス給付費で５，０５２万９，０００円、予防訪問介護３０人、予防通所介護４９人な

どの利用を見込んでおります。 

  １２ページの４目では、要支援者への要介護サービス計画給付費として６６２万９，００

０円を計上しております。 

  次に、１３ページでございますが、４項、高額介護サービス等費は４，４３３万３，００

０円で、利用者負担額が定められた世帯の上限額を超えた場合に支給するものでございます。 

  ５項、特定入所者介護サービス等費では、１４ページに移りますけれども、８，８５７万

８，０００円で、低所得の入所者に対する食事、居室料の限度額を超えた負担分について補

足給付するものでございます。 
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  なお、保険給付費全体に係りますが、短期入所生活介護の基準該当サービス事業所が本年

１月末をもって短期入所事業を廃止されたため、それぞれの該当サービス費において特例に

係る項目を廃目といたしております。 

  以上、保険給付費の総額は１９億５，１０７万９，０００円で、前年度と比べマイナスの

０．１％、２８５万２，０００円の減額となりました。 

  次に、１５ページの３款、地域支援事業費、１項、介護予防事業費、２目、二次予防事業

費では、要介護状態等となるおそれの高い状態にある方を対象といたしまして、住民基本健

診の中で生活機能評価を実施するための高齢者実態把握事業や、各地域で実施するミニデイ

サービス事業、認知症予防を目的とした生きがいデイサービス事業、運動器機能向上事業な

ど、要介護状態となることを予防するための取り組みを引き続き積極的に実施するため、３，

１７９万４，０００円を計上しております。 

  次に、１６ページの２項、包括的支援事業・任意事業費、２目、任意事業費では、家族介

護者を支援するための家族介護用品支給事業に１，０５２万２，０００円、認知症予防教室

の開催や初期対応型認知症カフェの開設など、認知症地域支援事業に６０１万４，０００円

を計上しております。認知症予防と啓発、認知症の方とその介護家族を地域で支援する体制

づくりに取り組んでまいります。 

  また、新たな事業として、介護保険事業運営総合支援システムを導入いたしまして、保険

給付のチェック機能の強化、及び、詳細分析を行うことにより、保険給付費の適正化を図る

ための介護給付等費用適正化事業に１８０万９，０００円計上いたしております。 

  続きまして、サービス勘定でございますが、歳入歳出の総額をそれぞれ６７３万４，００

０円と定めるものでございます。 

  事項別明細書の３ページをお願いいたします。 

  歳入につきましては１款、サービス収入、１目、居宅支援サービス計画費収入が主なもの

でございます。委託分も含めまして、地域包括支援センターが作成する介護予防サービスの

計画費の収入として６７３万３，０００円を見込んでおります。 

  次に、歳出でございますが、４ページをお願いいたします。 

  ２款、事業費、１目、居宅介護支援事業費が６６７万５，０００円で、要支援者の介護予

防の計画策定に係るサービス事業所への委託料が主なものとなっております。 

  以上、大変簡単でございますが、議案第１９号 介護保険事業特別会計事業勘定及びサー

ビス事業勘定の補足説明とさせていただきます。ご審議いただきまして、お認めいただけま

すよう、よろしくお願いいたします。 
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○議長（野口久之君） 藤田医療政策課長。 

○医療政策課長（藤田正則君） それでは、続きまして、議案第１９号 介護保険特別会計の

うちの老人保健施設サービス勘定について、補足説明をさせていただきます。 

  京丹波町病院和知診療所の２階部分に当たります京丹波町介護療養型老人保健施設につき

ましては、開設しましてはや４年６カ月が経過いたし、年度を追うごとに順調に推移稼働い

たしております。 

  ちなみに、昨年４月から本年２月までの平均稼働率は８２．１％で運営されております。

係る予算につきましては、歳入歳出予算の総額を１億５，７２０万円とするものでございま

す。 

  予算の前提といたしましては、平成２５年度の４月から１２月までの状況を参考にいたし

積算を行っております。 

  歳入におきましては、主に入所サービスの利用者を平均要介護度３で、ベッド数１９床の

うちの長期の平均入所者数を１３床とし、短期入所者数を３から５床として見込んで算出い

たしております。 

  それでは、歳入からご説明申し上げます。 

  事項別明細書の３ページからお願いいたします。 

  歳入におきましては、款１、サービス収入、項１の介護給付費の収入につきまして、目１、

居宅介護のサービス収入では、要介護者に係る短期入所療養介護の介護報酬分を計上いたし、

平均要介護度２で、入所者数を先ほど申しましたが３から５床とし、１カ月当たり９０日の

利用を見込んでおります。 

  次の目２の施設介護サービス費収入では、要介護者を対象とした入所の介護報酬分を平均

要介護度３から４で、１日当たり個室利用ベッドを１床、多床室の利用ベッドを１２床とし

て、合計で平均入所者利用ベッドを１３床と見込んで計上させていただいております。 

  次に、項２の介護予防給付費収入では、要支援の方を対象としての短期入所療養介護の介

護報酬分を見込ませていただいております。 

  項３の自己負担金収入では、入所及び短期入所に係る介護報酬の自己負担均分と居住費、

食費をそれぞれ見込んでおります。 

  次、めくっていただきまして、４ページの款３、繰入金、項１、他会計繰入金、目１、一

般会計繰入金では、全体で８，２８７万８，０００円を計上いたし、歳出予算との均衡を図

っております。 

  なお、款、諸収入、項、雑入、目、雑入につきましては、リハビリ通所者の給食代や入所
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者用のテレビカード代等でございます。 

  次に、５ページからの歳出についてでございますが、款、総務費、項、総務管理費、目、

一般管理費では、主に施設管理及び運営に係る一般管理事業といたしまして１，８６７万８，

０００円を、人件費としてまず８，８５１万７，０００円を計上いたしております。平成２

５年度に引き続きまして、常勤医師を初めとし、看護師、事務員等の老健と診療所のそれぞ

れに適正配置の予算として配置させていただきます。 

  次に、７ページの款、介護サービス事業費、項、施設介護サービス事業費におきましては、

老健施設運営に必要な診療材料費や医薬材料費、また、給食業務委託料、検査委託料、機器

物品の借上料を主なものといたしまして、全体で１，９２７万７，０００円を計上させてい

ただいております。 

  以上、簡単ではございますが、老人保健施設サービス勘定の補足説明とさせていただきま

す。ご審議のほうを賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。 

○議長（野口久之君） 山田水道課長。 

○水道課長（山田洋之君） それでは、議案第２０号 平成２６年度京丹波町水道事業特別会

計予算につきまして、補足説明をさせていただきます。 

  平成２６年度の歳入歳出予算総額を１４億８，０８０万円とさせていただくものでござい

ます。 

  前年度当初予算と比べ、１億３，５６０万円の増額、１０．１％の増となっております。 

  第２条、債務負担行為、第３条、地方債につきましては別表を作成しておりますので、後

ほど説明させていただきます。 

  第４条、一時借入金につきましては、借入れの最高額を３億円と定めるものでございます。 

  それでは、４ページをお願いいたします。 

  第２表、債務負担行為ですが、町長の説明にもありましたとおり、経営状況等を明確にす

るため、公営企業会計へ移行することとし、その整備事業として、平成２７年度から平成２

８年度までの期間で３，５００万円を限度として設定させていただくものでございます。現

在、丹波・瑞穂統合整備事業と和知簡易水道事業はともに平成２８年度の事業完了に向け事

業を推進しているところですが、丹波・瑞穂統合整備事業は給水人口の規模から上水道事業

として位置づけられ、地方公営企業法では、その経費については企業の経営に伴う収入をも

って賄うべき事業とされ、企業会計が適用となるところでございます。 

  法適用を見据えた水道台帳も本年度末でおおむね整備が完了し、今後は和知簡易水道も含

めた企業会計を目指し、台帳を活用した資産評価や財務会計システムの構築などを計画して
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おります。後でご確認をいただきますが、平成２６年度は１，５００万円を計上しており、

３年間で総額５，０００万円の事業としております。 

  次に、５ページをお願いいたします。 

  第３表、地方債ですが、簡易水道事業でその財源として借り入れを行うことができる限度

額を１億３，１１０万円とし、過疎対策事業も増額の１億３，１１０万円とし、総額２億６，

２２０万円としております。起債の方法、利率、償還の方法につきましてはごらんのとおり

でございますのでご確認をお願いいたします。 

  続きまして、歳入歳出の説明に移らせていただきますが、先に事項別明細書の７ページ、

歳出の主なものから説明させていただきます。 

  １款、水道管理費の一般管理費総額は３億９，９８３万９，０００円でございます。その

うち、人件費は５，７９３万４，０００円で、８名分の一般職給料、手当等を見込んでおり

ます。また、水道料金等の滞納対策業務の専門職として嘱託職員を雇用し、その経費として

２８７万４，０００円を計上しております。水道事業として、維持管理費用全般で３億３，

９０３万１，０００円を見込んでおります。 

  主なものとして、需用費では９，０５４万８，０００円、そのうち、浄水場などの光熱水

費につきましては、消費税の影響もあり、昨年度よりも４１８万８，０００円の増額となる

６，７８３万６，０００円としております。 

  ８ページの委託料につきましては、総額で１億１，９３９万２，０００円、主には施設の

維持管理委託料としまして６，８２４万６，０００円、メーター検針員委託料で９３７万２，

０００円、そして、債務負担行為の設定でも説明をいたしましたが、公営企業法適用に向け

た調査等委託料として１，５００万円を見込み、基本方針の策定や固定資産の評価などを予

定しております。 

  ９ページ、工事請負費ですが、６，３０９万８，０００円としておりまして、水道管移設

工事費では主要地方道京丹波三和線及び府道遠方瑞穂線の道路改良に伴う配水管移設工事な

どで合計１，５００万円。また、漏水修理、取水送水ポンプ等の修繕工事などに４，８０９

万８，０００円を見込み予算計上をしております。 

  １９節、負担金では、畑川ダムの適正な維持管理を目的に、ダム管理負担金として１，０

９０万円を計上しております。 

  次に、１０ページ、２款、施設費、１目、水道施設費ですが、上水道事業としまして、丹

波・瑞穂統合簡易水道事業費に１億８５３万８，０００円を計上しております。 

  主なものでは、測量設計監理業務等委託料として１，３００万円、内容としましては、畑
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川浄水場の高度処理施設について、昨年度に引き続き調査設計を実施しますのと、給水区域

間を結ぶ管路整備のための設計業務を行います。 

  また、工事請負費としましては、畑川浄水場から瑞穂中央浄水場への送水管工事、鎌谷中

地区及び小野地区でのポンプ場工事、また、未給水区域である小野地区での配水管工事など

９，３７０万円を計上しております。 

 続きまして、２目、簡易水道施設費、和知簡易水道事業としまして２億６，４１０万２，０

００円を計上しております。主には委託料として、広野立木地区の配水管設計業務委託料で

５６３万５，０００円、１１ページに移りまして、上段、工事請負費では、出野地内での低

区配水池築造工事や、安栖里地内での流量計設置工事などに２億５，６２０万１，０００円

を計上しております。 

  次に、歳入につきましての説明に移らせていただきます。 

  事項別明細書の３ページにお戻りください。 

  １款、分担金及び負担金、水道事業費分担金としまして３６件の新規加入を見込み、５０

５万４，０００円を計上しております。 

  ２款、使用料及び手数料としまして、水道使用料は５億１，０４３万５，０００円を見込

んでおります。内訳として、現年度分使用料は、消費税改正分や前年度の使用実績に基づき

算定をし、１，２０９万３，０００円増額の５億９４３万５，０００円を見込んでおります。 

  次に、４ページの３款、国庫支出金ですが、８，８２４万１，０００円、前年度に比べ２，

５０７万２，０００円の増額となっております。 

  増額の要因は、低区配水池築造工事など、和知簡易水道事業費の増加によるものです。 

  次に、６款、繰入金につきましては、一般会計繰入金で５億３，５７９万５，０００円、

前年度と比較しまして２，８３４万８，０００円の増となっております。 

  また、５ページの基金繰入金では４，９８３万円を計上しております。 

  ８款、諸収入の支障物件移設補償費ですが、主要地方道京丹波三和線、府道桧山須知線及

び府道遠方瑞穂線に係る水道管の移設設計や工事費への公共補償金として９００万円を見込

んでおります。 

  最後に、９款、町債ですが、丹波瑞穂地区の上水道事業費、和知地区の簡易水道事業費か

ら国庫補助金を差し引き、簡易水道事業債として１億３，１１０万円。６ページに進みまし

て、過疎対策事業債として同じく１億３，１１０万円、総額では２億６，２２０万円を計上

しております。 

  以上、議案第２０号の補足説明とさせていただきます。ご審議いただきますよう、よろし
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くお願いいたします。 

  続きまして、議案第２１号 平成２６年度京丹波町下水道事業特別会計予算につきまして、

補足説明をさせていただきます。 

  平成２６年度の歳入歳出予算総額を９億６，３９０万円とさせていただくものでございま

す。前年度当初予算と比べ１，５１０万円の減額、１．５％の減となっております。 

  また、一時借入金としましては、借入れの最高額を３億円と定めるものであります。 

  それでは、４ページの第２表、地方債をごらんください。 

  下水道事業で限度額を３２０万円、資本費平準化債で限度額を１億３，９９０万円として

おります。起債の方法、利率、償還の方法につきましてはごらんのとおりですのでご確認を

お願いいたします。 

  続きまして、当初予算の主なものについての説明に移らせていただきますが、最初に事項

別明細書７ページの歳出から説明させていただきます。 

  １款、総務費の一般管理費は４，０７１万７，０００円で、職員５名分の人件費を計上し

ております。 

  次に、２款、下水道費、１項、農業集落排水費、１目、施設整備費は３，０６８万２，０

００円を計上しております。 

  ８ページ上段の委託料の測量設計監理業務等委託料２，４３０万円は、農業集落排水施設

の最適整備構想を策定するため、町内１５処理施設と管路の機能診断を実施するもの、管渠

工事の６００万円は質美地内、府道の改良工事に係ります下水道管移設工事費を見込んでお

ります。 

  ２目、施設管理費は総額１億４６０万１，０００円で、内訳としましては、農業集落排水

施設管理事業に１億４４万９，０００円、林業集落排水施設管理事業に２７２万３，０００

円、簡易排水施設管理事業に１４２万９，０００円を計上しております。 

  主なものとしましては、需用費の中の各施設に係ります光熱水費につきまして３，００５

万９，０００円を計上し、委託料では施設維持管理委託料として２，３９５万４，０００円

など、合計で５，８０６万９，０００円としております。 

  次に、９ページ下段ですが、２款、２項、公共下水道費の施設整備費でございますが、２，

４４２万８，０００円を計上しております。 

  主なものとして、１０ページに進んでいただきまして、委託料１，２００万円は、下山グ

リーンハイツ地区の不用水浸水箇所の試堀調査費用及び中台地内の府道改良に伴います中継

ポンプ制御盤移設設計費用、管渠工事費１，１１０万円は、同じくグリーンハイツの管渠改
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善工事と中台地内の中継ポンプ制御盤移設工事費であります。 

  次に、下段、公共下水道施設管理費には１億８２８万２，０００円を計上しております。 

  需用費ですが、１１ページ上段、光熱水費で２，５０５万円、施設の機器修繕に６６９万

７，０００円など、合計で３，４０４万６，０００円を、委託料では、施設維持管理委託に

１，９４１万３，０００円、汚泥脱水業務委託に４，６１３万９，０００円など、合計で７，

０５３万８，０００円を計上しております。 

  １２ページ、３項、浄化槽市町村整備推進施設整備事業では６６１万４，０００円を計上

し、主には工事請負費としまして、浄化槽設置工事で４基分、５００万円を見込んでおりま

す。 

  次に、１３ページ、浄化槽の施設管理費では１億２３８万６，０００円を計上しておりま

す。主には委託料で、町管理の浄化槽の清掃委託料及び保守点検委託料として合計９，４７

２万３，０００円としております。３月末での見込基数に新規基数を加え、町管理浄化槽は

１，２４７基を見込んでいるところでございます。 

  次に、１４ページ、３款、公債費ですが、元金は４億７８７万円。利子は１億３，７３２

万円を計上しております。 

  次に、歳入の説明に移らせていただきます。 

  事項別明細書の３ページにお戻りください。 

  １款、分担金及び負担金のうち、３節、浄化槽市町村整備推進事業費分担金ですが、５人

槽の設置が２基、７人槽が２基、これに荷重型の加算分を１基と見込みまして１４４万円を

計上しております。 

  ２款、使用料で、現年度分の農業集落排水使用料は９，４６４万４，０００円、林業集落

排水使用料が１４４万円、４ページに移りまして、簡易排水使用料が９３万６，０００円、

以下、ごらんのとおり、それぞれ前年度より増額としております。 

  次に、５ページの３款、国庫支出金ですが、町内に１５カ所あります農業集落排水処理施

設と、管路の機能診断に係ります国庫補助金２，４００万円と、浄化槽市町村整備推進事業

費国庫補助金として１２９万６，０００円、４基分の浄化槽を見込んでおります。 

  ６款、繰入金につきましては総額で５億３，１３８万９，０００円とし、農業集落排水事

業に２億９０８万９，０００円、特定環境保全公共下水道事業に２億６，６８８万１，００

０円、６ページに進みまして、浄化槽市町村整備推進事業に５，５４１万９，０００円を充

当することとしております。 

  最後に、９款、町債ですが、下水道事業債は１億４，３１０万円としております。内訳と
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しましては、浄化槽市町村整備推進事業債で３２０万円、農業集落排水事業に係ります資本

費平準化債で７，３５０万円、公共下水道事業に係ります資本費平準化債で６，６４０万円

をそれぞれ計上しております。 

  以上、議案第２１号の補足説明とさせていただきます。ご審議いただきますよう、よろし

くお願いいたします。 

○議長（野口久之君） 伴田総務課長。 

○総務課長（伴田邦雄君） 続きまして、議案第２２号 平成２６年度京丹波町土地取得特別

会計予算につきまして、補足説明を申し上げます。 

  平成２６年度の歳入歳出予算につきましては、それぞれ２３万１，０００円とするもので

ございまして、土地開発基金の利子を基金に積み立てるのみの予算となっておるところでご

ざいます。 

  予算書の最後のページの歳出をごらんください。 

  基金への繰出金といたしまして２３万１，０００円を計上させていただいているところで

ございます。 

  以上、まことに簡単ではございますが、補足説明とさせていただきます。よろしくお願い

申し上げます。 

○議長（野口久之君） 藤田教育次長。 

○教育次長（藤田 真君） 議案第２３号 平成２６年度育英資金給付事業特別会計予算につ

きまして、補足説明を申し上げます。 

  概要につきましては、歳入歳出の総額を４１１万８，０００円とするものでございます。 

  先に歳出からご説明をさせていただきます。 

  事項別明細書の４ページをお願いいたします。 

  歳出につきましては、２款の育英費、１９節の負担金補助及び交付金で、育英給付金４０

８万円を計上いたしております。 

  志願者数につきましては、平成２５年度の申請者数を参考にいたしまして、大学生１７人、

高校生１１人、専門学校２人、合計３０人分の給付を見込んでおるところでございます。 

  続きまして、戻っていただきまして、３ページをお願いいたします。 

  歳入につきましては、３款、繰入金として、一般会計繰入金、基金繰入金ともに給付額４

０８万円の２分の１に当たります２０４万円をルール分としてそれぞれ計上させていただい

ております。 

  以上、まことに簡単ではございますが、補足説明とさせていただきます。ご審議いただき



 

－５６－ 

まして、ご議決賜りますように、よろしくお願い申し上げます。 

○議長（野口久之君） 山森企画政策課長。 

○企画政策課長（山森英二君） 議案第２４号 平成２６年度京丹波町町営バス運行事業特別

会計予算につきまして、補足説明を申し上げます。 

  平成２６年度の歳入歳出予算総額を１億２，０５６万円とさせていただくものでございま

す。予算総額で前年度と比較し、２，０２６万円、２０．２％の増額となっております。 

  主な増額の要因といたしまして、先ほどの議案第１２号 過疎地域自立促進市町村計画の

変更について提案させていただきましたバス２台を更新することによります増額となってお

ります。 

  先に歳出の主なものにつきまして、ご説明させていただきます。 

  事項別明細書５ページをごらんください。 

  １目、運行事業費、運行一般事業では路線バス１６台、自家用バス管理事業では自家用バ

ス１台にかかわります運行管理経費、また、嘱託職員等人件費では嘱託職員５名分を計上し

ているところであります。 

  主なものといたしまして、７節の賃金のうち臨時雇用賃金では１３名分を計上し、１１節、

需用費の主なものは、燃料費では１２路線、バス１６台にかかわりますものであり、消耗品

ではタイヤ購入や事務物品等を計上しているものでございます。１３節、委託料では、バス

運転手派遣委託料といたしまして、瑞穂地区のスクールバス増発分を外部に委託するもので

ございます。 

  ６ページの１８節、備品購入費のバス購入では、瑞穂地区に配置いたしております５３人

乗り中型バス１台、１５年を経過しているものでございますが、このバスを小型バス２９人

乗りに、また、１５人乗りワゴン車１台、１４年を経過しているものでございますが、これ

を１４人乗りとし、計２台を更新するものでございます。 

  ２款、公債費、１目、元金では、これまでバス購入に伴い、借り入れを行った地方債の償

還元金６１６万４，０００円、また、７ページの２目、利子では、同じく地方債償還利子を

計上しているものでございます。 

  次に、歳入の主なものにつきまして、事項別明細書３ページをごらんいただきますよう、

お願いいたします。 

  １款、事業収入、１目、運行事業収入の運賃収入では、一般の乗車運賃を計上しているも

のでございまして、２節の受託収入では、スクールバス運行にかかわります受託収入を計上

しております。 
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  ３項の１目、一般会計繰入金では、バス運行経費に不足する額を繰り入れ収支の均衡を図

るもので、繰入金を前年度と比較いたしまして８１万４，０００円、１．２％の増額となっ

ているところでございます。 

  ５款の１目、雑入では、施設管理協力金といたしまして、ＪＲ和知駅構内のふれあいハウ

スにかかわります電気代を計上しているものでございます。 

  以上、議案第２４号の補足説明とさせていただきます。ご審議いただきますよう、よろし

くお願いいたします。 

○議長（野口久之君） 伴田総務課長。 

○総務課長（伴田邦雄君） 続きまして、議案第２５号 平成２６年度京丹波町須知財産区特

別会計予算について、補足説明を申し上げます。 

  本会計の予算につきましては、歳入歳出それぞれ１３８万円とさせていただくものでござ

います。 

  ページをめくっていただきまして、事項別明細書の３ページをお願いいたします。 

  本財産区につきましては、土地の貸し付けに係る財産貸付収入、あるいは、山林管理に係

る寄附金、また、基金の繰入金を主な歳入としております。 

  次に、歳出の５ページでございますが、上段につきましては須知地区、下段からは竹野地

区ということになっておりまして、項により地区を区分いたしまして、それぞれ先ほど申し

上げました歳入を財源といたしまして、財産区管理会の運営及び財産の管理を行うものでご

ざいます。 

  須知地区につきましては、敬老祝賀式と区長会への補助金、また、枝打間伐等の委託料を

主なものとして９２万円、竹野地区につきましては、６ページでございますけれども、枝打

間伐等作業委託料を主なものとして４１万１，０００円を計上しているところでございます。 

  以上、まことに簡単でございますが、議案第２５号の説明とさせていただきます。 

  続きまして、議案第２６号でございます。 

  平成２６年度京丹波町高原財産区特別会計予算でございますが、本会計の歳入歳出予算に

つきましては、それぞれ２４万５，０００円とするものでございます。 

  これにつきましても、ページをめくっていただきまして、事項別明細書の３ページをお願

いいたします。 

  歳入といたしましては、寄附金を主なものとして計上させていただいております。 

  次のページでございますが、これらを財源といたします歳出につきましては、財産区管理

会の運営、あるいは、木ノ谷林道管理委託料など、合計２３万５，０００円の執行を予定さ
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せていただいているところでございます。 

  以上、まことに簡単でございますけれども、議案第２６号の説明とさせていただきます。

よろしくお願い申し上げます。 

○議長（野口久之君） 中尾瑞穂支所長。 

○瑞穂支所長（中尾達也君） 続きまして、議案第２７号から議案第３０号までの桧山、梅田、

三ノ宮、質美の各財産区特別会計予算につきまして、補足説明をさせていただきます。 

  初めに、それぞれの財産区におけます歳入といたしましては、土地建物貸付料、マツタケ

採取権収入、基金利子などの財産収入が主な財源となっており、また、歳出では、財産区管

理会の運営及び財産管理を行うための経費や、財産区各種団体への助成を中心として予算を

計上いたしております。 

  各財産区の主なものにつきまして、順次予算書の事項別明細書によりまして説明をさせて

いただきます。 

  最初に、議案第２７号 平成２６年度京丹波町桧山財産区特別会計予算は、予算総額を歳

入歳出それぞれ１，５６６万円とするもので、前年度から３４万円の減額となっております。 

  初めに、歳入の主なものですが、事項別明細書の３ページをごらんください。 

  １款、財産収入、１節、土地建物貸付収入では、ゴルフ場用地として１，３０５万８，０

００円、携帯電話の無線基地用地として１５万円、京都縦貫自動車道関連工事用道路用地と

して１３万３，０００円を計上しているものでございます。 

  また、２款、繰入金、１節、財政調整基金繰入金では、歳入歳出の均衡を図るため１３０

万円を計上しております。 

  次に、歳出の主なものでございますが、事項別明細書の６ページをごらんください。 

  １款、総務費、２目、財産管理費、１３節、委託料で、直営林保育作業に３２０万円、７

ページの３目、諸費では、１９節、負担金補助及び交付金で、財産区各種団体等への助成、

また、各区に対しまして山林高度利用に対する補助金として、総額で７２９万２，０００円

を計上しております。 

  以上が桧山財産区でございます。 

  続きまして、議案第２８号 平成２６年度京丹波町梅田財産区特別会計予算は、予算総額

を歳入歳出それぞれ６６２万円とするもので、前年度に比べ２５万円の増額となっておりま

す。 

  初めに、歳入の主なものについて説明をします。 

  事項別明細書の３ページをごらんください。 
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  １款、財産収入、１節、土地貸付収入として、携帯電話事業者及び８区などに対するもの

で５５１万９，０００円を計上しております。 

  また、２款、繰入金、１節、財政調整基金繰入金では、歳入歳出の均衡を図るため７４万

１，０００円を計上しております。 

  次に、歳出の主なものでございますが、事項別明細書の５ページをごらんください。 

  １款、総務費、２目、財産管理費、１３節、委託料では、直営林の保育作業に２５万円、

１５節、工事請負費では、昨年９月に発生しました台風１８号に伴います雨によりまして、

被害を受けた林道の復旧費として２６万７，０００円、６ページに入りまして、２２節、補

償補填及び賠償金では、区への貸し付け地の貸借によります補償費としまして３２１万３，

０００円、３目、諸費、１９節、負担金補助及び交付金では、梅田地域振興会への補助金と

して１００万円を計上しております。 

  以上が梅田財産区でございます。 

  続きまして、議案第２９号 平成２６年度京丹波町三ノ宮財産区特別会計予算は、予算総

額を歳入歳出それぞれ３９３万円とするもので、前年度に比べまして２４７万円、約３８．

６％の減額となっております。減額の要因としましては、分収林事業料が減少したことによ

るものでございます。 

  初めに、歳入の主なものについて説明をさせていただきます。 

  事項別明細書の３ページをごらんください。 

  １款、財産収入、１目、財産貸付収入、１節、土地貸付収入として、８区に対するもので、

６３万円を計上し、２款、繰入金、１節、財政調整基金繰入金では、歳入歳出の均衡を図る

ため１６７万８，０００円を計上しております。 

  次に、歳出の主なものでございますが、事項別明細書の６ページをごらんください。 

  １款、総務費、３目、諸費、１３節、委託料では、分収林事業委託料として水呑地区除伐

作業委託に５０万円、１９節、負担金補助及び交付金では、三ノ宮地域振興会を初め、財産

区各種団体に対しまして８０万円の補助金を計上しているものでございます。 

  以上が三ノ宮財産区でございます。 

  最後に、議案第３０号 平成２６年度京丹波町質美財産区特別会計予算は、予算総額を歳

入歳出それぞれ３４０万円とするもので、前年度に比べまして１０万円増額となっておりま

す。 

  最初に、歳入の主なものについて説明をさせていただきます。 

  事項別明細書の３ページをごらんください。 
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  １款、財産収入、１節、土地貸付収入として、７つの区に対しまして１４１万４，０００

円、３つの法人に対しまして１３３万６，０００円を計上しております。 

  次に、歳出の主なものですが、事項別明細書の５ページをごらんください。 

  １款、総務費、２目、財産管理費、１３節、委託料で、直営林の保育作業委託に８０万円、

３目、諸費、１９節、負担金補助及び交付金で、財産区各種団体等への助成、また、各区に

対する貸付林等高度利用に対する補助金として合計３１万８，０００円を計上しております。 

  以上、簡単ではございますが、補足説明とさせていただきます。ご審議いただきまして、

ご議決賜りますよう、よろしくお願いいたします。 

○議長（野口久之君） 藤田医療政策課長。 

○医療政策課長（藤田正則君） 続きまして、議案第３１号 平成２６年度国保京丹波町病院

事業会計予算の補足説明をさせていただきます。 

  平成２３年４月１日から、京丹波町病院、和知診療所、和知歯科診療所を一本化し、公営

企業会計として運営を行ってまいりました。また、平成２４年４月からは、新しく３人の常

勤医師をお迎えし、順調に推移をしておるところでございます。 

  今回からの予算は、地方公営企業法と地方公営企業会計基準が昭和４１年以来、４６年ぶ

りに改正されまして、平成２６年度予算から適用されることになり、従来との予算組み立て

が若干異なってまいりましたので、よろしくお願い申し上げます。 

  では、施設ごとに主なものを中心として補足説明をさせていただきます。 

  算出基礎といたしましては、平成２５年度の４月から１２月までの医療状況を参考にして

積算をいたしております。 

  まず、表紙をめくっていただきまして、第２条の業務の予定量といたしましては、京丹波

町病院では一般病床４７床とし、入院患者を１日平均３６人、年間で１万３，１４０人を予

定いたしております。外来患者数におきましては、平日の１日当たり、病院が１３１人、土

曜日の診療で３０人、質美診療所は１２人、年間３万３，８７２人の外来数を予定いたして

おります。 

  次に、和知診療所でございますが、外来患者数を１日当たり５２人といたし、年間１万２，

６８８人を予定しております。 

  和知歯科診療所では、外来患者数を１日当たり２５人とし、年間７，３２５人と見込んで

おります。 

  次に、めくっていただきまして、第３条の収益的収入及び支出の予定額としましては、京

丹波町病院事業の収益及び京丹波町病院事業費用ともに７億５，３５０万円とするものでご
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ざいます。 

  和知診療所事業の収益及び和知診療所事業費用ともに１億２，０４０万円とするものでご

ざいます。 

  和知歯科診療所事業収益及び歯科診療所事業費用ではともに７，７６０万円とするもので

ございます。 

  これらに平成２６年度は特別損失といたしまして、３支出の合計２，７５２万７，０００

円を支出として加算するものでございます。この特別損失とは、平成２６年度の新公営企業

会計のスタートの年に当たり、平成２５年１２月から平成２６年３月までの４カ月分を職員

給与の６月の賞与分として算出に計上するものでございます。 

  次ページの第４条の資本的収入及び支出の予定額としましては、京丹波町病院と和知診療

所と歯科診療所の資本的収入に合計１億２，２９８万１，０００円、同じく、京丹波町病院、

和知診療所、歯科診療所の資本的支出の合計が１億５，４９０万円といたし、支出に対して

収入が不足する額３，１９１万９，０００円は過年度分損益勘定留保資金で補填することと

いたしております。 

  めくっていただきまして、次に、第６条の議会の議決を得なければ流用することのできな

い経費がございます。給与費と公債費を施設ごとに必要な経費を計上させているところでご

ざいます。 

  また、第８条の重要な資産の取得及び処分につきましては、京丹波町病院では平成２６年

度にオペ室の医療機器洗浄機を、また、病棟の看護管理支援システムの購入を計画しており

ます。 

  和知診療所と歯科診療所では、昨年、和知保健センター２階から１階に移設する改修を行

いまして、全ての工事が完了いたしまして、平成２６年４月付をもちまして資産の取得を行

います。 

  以上、省略いたしまして、今、申しました内容を病院事業会計予算、予算明細書で説明さ

せていただきますので、ページを飛びまして１９ページをお願いいたします。 

  まず、最初に、先ほど申しました第３条の収益的収入について、京丹波町病院の医業収益

の入院収益からご説明を申し上げます。 

  京丹波町病院につきましては、一般病床４７床、入院基本料１３対１、１日平均患者数３

６人、１日平均入院単価を２万２，８００円といたし、入院収益を２億９，９５０万円とい

たしております。 

  外来収益におきましては、一般外来に、病院と質美診療所を合わせて年間３万３，８７２
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人といたし、また、在宅医療推進のケアプランの居宅介護支援、居宅療養管理指導、また、

訪問診察、訪問看護、訪問リハビリ事業を合わせまして２億４９９万円といたしております。

前年度より１，１０１万９，０００円の増額となります。 

  この主な原因は、１人当たりの診療単価の増額と、平成２４年から設置しました地域連携

室の充実により、訪問診察、訪問看護、訪問リハの件数増加が主な原因となるものでござい

ます。 

  次に、その他医業収益では、個室の使用料と予防接種や健診事業等の収益を見込みまして、

全体で７，３５１万円としております。前年度より３，６０６万１，０００円の４９％増額

でございます。これは、平成２５年度では医業外収益で計上していました一般会計補助金の

うち、今回のルール改正によりまして、平成２６年度から救急医療普通交付税算定分を、新

たに一般会計負担金として３，４５９万７，０００円を医業収益として計上させていただい

たことによります。 

  医業収益全体収入といたしましては５億７，８００万円といたし、前年度より５，７５０

万円の増とさせていただいております。 

  医業外収益では、前年度までの一般会計から運営費補助金につきましては、これもルール

改正によりまして、一般会計負担金を新たに設け、１億５，３９５万１，０００円を計上い

たしております。また、新たに長期前受金戻入を受けまして、みなし償却制度が廃止される

ことにより、これまでの償却資産の取得した補助金等につきまして、長期前受金として負債

に計上した上で、減価償却に見合う分を順次収益化するという処理になりました。従来、補

助金分での減価償却におきまして、平成２６年度分といたしましては１，６３６万円を、寄

附金といたしまして１万８，０００円を、受贈財産分として５０万２，０００円を計上いた

しております。 

  病院の医業外収益全体では１億７，５５０万円、前年度より２５０万円の増額としており

ます。 

  増額の主な原因は、ただいま説明させていただきました制度改正による新たな科目が発生

しての積み上げ額によるものでございます。 

  次に、町病院の収益的支出に移らせていただきます。 

  ページを飛びまして、２３ページをお願いいたします。 

  医業費用におきまして、まず、給与費では前年度と対しまして、退職予定者や採用見込人

数で算定いたしております。賃金では主に嘱託職員と非常勤の医師、看護師に係る賃金を主

なものといたしております。 
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  全体としては、前年度より２，１４０万３，０００円の増で、４億４，８２４万１，００

０円を計上いたしております。 

  材料費では、一昨年４月から院外処方を導入いたしましたので、薬品費の４，３９０万円

を主なものとしまして、ＳＰＤ事業の診療材料費や給食材料費を含め、全体で７，２９９万

５，０００円を計上いたし、前年度より３０５万１，０００円の減でございます。 

  経費では病院と質美診療所を合わせまして、その主なものといたしましては、退職手当組

合負担金に２，４１６万８，０００円を、光熱水費に１，４６７万３，０００円、委託料で

は検査委託、窓口医事業務及び医療機器保守委託業務などに９，５２６万円を計上し、経費

全体で１億５，５８０万４，０００円となり、前年度よりも５８７万円の増でございます。

これは退職手当組合負担金の増と、電気料金の増、及び、検査の委託料金などの増によるも

のでございます。 

  ２５ページの減価償却費では、建物、器械備品等の減価償却５，０６４万９，０００円を

見込んでおります。前年度よりも１，１１６万７，０００円増加しておりますのは、みなし

償却廃止による補助金等の償却分を含んだため、医業外収益の長期前受金戻入額分が増加し

たためでございます。 

  ２５ページ下段にあります、医業外費用におきましては、病院事業債の償還利子２，０５

４万８，０００円を主なものといたしまして、全体で２，３６０万円を計上いたしておりま

す。 

  また、めくっていただきまして、２７ページ、特別損失という科目を新たに設けまして、

６月の職員賞与等における平成２５年１２月から２６年３月までの４カ月分とし、平成２６

年度会計のみに発生する賞与等の１，８８２万２，０００円を計上させていただいておりま

す。そして、貸倒引当金として、今までの未収金に２７４万５，０００円を計上いたしてお

ります。 

  次に、和知診療所の事業費でございますが、ページを戻っていただきまして、１９ページ

からの下段の和知診療所の収益についてご説明申し上げます。 

  外来収益における外来患者数の１日当たりの平均患者数は５２人と見込み、在宅医療の推

進をしております訪問事業関係と合わせまして６，２６５万５，０００円を計上いたしてお

ります。前年度より３２万２，０００円の増額でございます。これは常勤医師の定着や、木

曜日の夜間診療の増加件数によるものでございます。 

  また、その他医業収益では、公衆衛生活動収益としまして、各種健診事業や予防接種等を

見込んでおりまして、全体で８２５万円を計上いたしております。 
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  めくっていただきまして、医業外収益につきましては、へき地直営診療所運営補助の国の

国保特別調整交付金として４８４万円を見込んでおります。また、病院同様に一般会計から

の運営費補助金につきましては、今回のルール改正によりまして、一般会計負担金を新たに

設け、３，６７１万８，０００円を計上いたしております。そして、新たに長期前受金戻入

を受けまして、みなし償却制度が廃止されましたのを受け、これまでの償却資産で取得した

補助金等について長期前受金として負債に計上した上で、減価償却に見合う分を順次収益化

するという処理をさせていただきます。従来の補助金分での平成２６年度分としての補助金

分といたしまして４９６万５，０００円を、受贈財産分として１７３万２，０００円を、合

計６６９万７，０００円を計上いたしております。 

  次に、和知診療所の収益的支出でございますが、２７ページに飛んでいただきまして、和

知診療所事業費用の医業費用における給与費では、医療職、技術職、事務職らの診療所の人

数で算定しております。 

  賃金では、主に嘱託職員と非常勤医師らに係る賃金を主なものとしております。全体とい

たしましては７，１１４万８，０００円を計上いたしております。 

  経費ではその主なものといたしまして、委託料の検査委託費や、窓口医事業務、医療機器

保守点検委託に当たる１，５６２万２，０００円を計上しております。経費全体で２，９３

１万１，０００円を計上しております。 

  また、２９ページの減価償却費に７０２万２，０００円とし、前年度より５５６万８，０

００円増加しました理由は、先ほど病院同様に、みなし償却制度の廃止によります補助金等

の償却を含んだため、医業外収益の長期前受金戻入額分が増加したためでございます。 

  そして、２９ページ下段にあります特別損失は、病院同様に科目を新たに設けまして、６

月の職員賞与費等における平成２５年１２月から本年３月までの４カ月分を、平成２６年度

会計のみに発生する賞与等の３２１万２，０００円を計上させていただいております。 

  次に、和知歯科診療所事業でございます。 

  ２１ページに戻っていただきまして、歯科診療所の医業収益の外来収益につきましては、

まず、昨年１０月に、今の施設での２階から１階に移りまして歯科診療施設が大変、わかり

やすい場所になったことと、ｌ階から２階への上がり降りがなくなりましてスムーズな利用

ができるようになりました。昨年、このことによりまして、下半期からの診療のほうも順調

に推移いたしております。また、土曜診療も定着する中で、外来患者数の１日当たり平均患

者数を２５人と見込み、年間７，３２５人とし、５，６００万６，０００円を計上いたして

おります。 
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  次に、医業外収益につきましては、国の国保特別調整交付金といたしまして、へき地直営

診療所運営交付に係る３５１万４，０００円を見込んでおります。また、病院、診療所と同

様に、一般会計からの運営補助金につきましては、ルール改正によりまして、一般会計負担

金を新たに設け、１，３３２万７，０００円を計上いたしております。また、病院、診療所

同様に、新たに長期前受金戻入を設けまして、みなし償却制度が廃止されましたので、その

長期前受金の内訳として、従来の補助金分での平成２６年度分としての補助金分に１４７万

２，０００円を、歯科診療所改修に係る負担金分として９５万５，０００円を、受贈財産分

として３０万７，０００円を、合計２７３万４，０００円を計上いたしております。 

  次に、歯科診療所の収益的支出に移らせていただきます。 

  ３１ページに移っていただきまして、歯科診療所事業費用の医業費用における給与費では、

医療職、技術職、事務職らの診療所の人数で算定いたしております。 

  賃金では、歯科衛生士の技術員と事務員らに係る賃金を主なものとしております。賃金全

体で７６４万２，０００円を計上しております。 

  経費では、その主なものといたしまして、委託費では、歯科技工士委託らで９９２万７，

０００円を計上いたし、経費全体で１，８３８万４，０００円を計上いたしております。 

  また、３３ページの減価償却に２７７万３，０００円とし、前年度より１７５万１，００

０円増加した理由は、病院、診療所同様に、みなし償却制度の廃止による分でございます。 

  そして、３３ページ下段にございます、特別損失という科目を新たに設けまして、病院、

診療所同様に、職員給与等におけます１２月から３月までの４カ月分として、平成２６年度

会計のみに発生する賞与等の２７４万８，０００円を計上させていただいております。 

  次に、３５ページの４条予算におけます資本的収入についてでございます。 

  資本的収入につきましては、京丹波町病院では１億２，１３６万５，０００円を計上し、

その内訳として、企業債償還元金として、償還が本格化しております平成２８年度までは毎

年１億１，０００万円余りの元金償還が続く見込みでございます。平成２６年度は償還元金

としまして１億１，７２６万７，０００円を計上いたしております。この償還元金につきま

しては、一般会計の出資金により償還に充てております。 

  補助金におきましては、国保調整交付金として、更新機器類に４０９万８，０００円を見

込んでおります。 

  和知診療所でございますが、企業債償還金として２３万８，０００円を一般会計出資によ

り計上いたしております。 

  歯科診療所でございますが、企業債償還に７８万９，０００円を一般会計出資により計上
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いたしております。 

  補助金におきまして、国保特別調整交付金として、医療施設等施設整備補助金で、更新機

器類に５８万９，０００円を見込まさせていただいております。 

  次に、３７ページにございます４条の資本的支出のほうでございますが、京丹波町病院で

は、資本的支出に１億５，１９０万円を計上いたし、内訳として企業債償還金に１億１，７

２６万７，０００円を、建設改良費におきましては、更新の必要な医療用機器にリハビリ用

の自動間欠牽引装置、オペ室用専用洗浄機、汎用超音波画像診断装置、心電計、自動分割分

包機等、また、病棟の看護管理支援システムソフトウエアに９１８万円を計上いたしておし

ます。 

  次に、和知診療所でございますが、資本支出に３３万８，０００円を計上しております。

前年度対比１，５７７万１，０００円の減は、昨年には電子カルテの更新、心電計の購入を

させていただいたためでございます。 

  最後に、歯科診療所につきましては、資本的支出に２６６万２，０００円を計上しており

ます、主なものは企業債償還に７８万９，０００円、そして、機器備品購入に高圧蒸気滅菌

器、口腔外用の吸引器、デンタルＸ線装置に１７７万３，０００円等を合計で計上いたして

おります。前年度対比２，７３４万８，０００円の減につきましては、昨年の歯科診療所の

移設に係る費用を計上させていただいたものが減となったためでございます。 

  全体の資本的収入１億２，２９８万１，０００円、資本的支出１億５，４９０万円といた

し、支出に対して収入が不足する額３，１９１万９，０００円は過年度分損益勘定留保資金

で補填することといたしております。 

  以上、簡単ではございますが、議案第３１号 平成２６年度国保京丹波町病院事業会計予

算の補足説明とさせていただきます。ご審議を賜りまして、ご議決賜りますよう、よろしく

お願い申し上げます。 

○議長（野口久之君） お諮りいたします。 

  議案第１６号 平成２６年度京丹波町一般会計予算から議案第３１号 平成２６年度国保

京丹波町病院事業会計予算までの審査については、１５人の委員で構成する予算特別委員会

を設置し、これに付託して審査することにしたいと思いますが、これにご異議ございません

か。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（野口久之君） 異議なしと認めます。 

  よって、議案第１６号から議案第３１号は、１５人の委員で構成する予算特別委員会を設
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置し、これを付託して審査することに決定しました。 

  暫時休憩いたします。 

休憩 午後 ２時５３分 

再開 午後 ２時５４分 

○議長（野口久之君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

  お諮りいたします。 

  ただいま設置されました予算特別委員会の委員の選任については、委員会条例第８条第４

項の規定により、お手元に配付の予算特別委員会委員選任名簿のとおり指名いたしたいと思

いますが、これにご異議ございませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（野口久之君） 異議なしと認めます。 

  よって、予算特別委員会の委員は、お手元に配付の予算特別委員会委員選任名簿のとおり

選任することに決しました。 

  本会議終了後、この場において予算特別委員会を開催し、正副委員長の選任をお願いいた

します。 

  以上で、本日の議事日程は全て終了しました。 

  よって、本日はこれをもって散会いたします。 

  次の本会議は１１日に再開しますので、定刻までにご参集ください。 

  ご苦労さまでございました。 

散会 午後 ２時５６分 



 

－６８－ 

地方自治法第１２３条第２項の規定により、署名する。 

 

  京丹波町議会 議  長  野 口 久 之 

 

     〃   署名議員  山 下 靖 夫 

 

     〃   署名議員  北 尾   潤 

 


